
 
 

 
 
 

令和６年度 事業報告書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校法人 文理学園 



令和６年度事業報告書 

                  - 2 - 

目   次 
 

【１】 学園の事業報告 
１．学園の報告 

 
１．法人の概要 
（１）基本情報                         ・・・４ 
（２）建学の精神                        ・・・４ 
（３）学校法人の沿革                      ・・・４ 
（４）設置する学校・学部・学科等                ・・・６ 
（５）学部・学科の学生定員及び在籍学生数            ・・・７ 
（６）収容定員充足率                      ・・・７ 
（７）役員の概要                         ・・・８ 
（８）評議員の概要                       ・・・９ 
（９）教職員の概要                       ・・・10 
（10）その他                          ・・・10 
２．文理学園の施設等の状況 

   主な設備施設状況                      ・・・12 
３．文理学園の財務概要 
（１）決算の概要 

① 貸借対照表の状況                                     ・・・13 
② 収支計算書の状況 
ア．資金収支計算書の概要                  ・・・14 
イ．活動区分資金収支計算書の概要              ・・・15 
ウ．事業活動収支計算書の概要                ・・・16 

（２）経年比較 
① 貸借対照表                        ・・・18 
② 収支計算書 
ア．資金収支計算書                        ・・・19 
イ．活動区分資金収支計算書                    ・・・21 
ウ．事業活動収支計算書                      ・・・22 

（３）主な財務比率比較                      ・・・24 
（４）その他 

① 有価証券の状況                      ・・・25 
② 借入金の状況                       ・・・25 
③ 学校債の状況                       ・・・25 
④ 寄付金の状況                       ・・・26 
⑤ 補助金の状況                       ・・・26 
⑥ 収益事業の状況                      ・・・26 
⑦ 関連当事者等との取引の状況                ・・・26 

（５）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策  ・・・27 



令和６年度事業報告書 

                  - 3 - 

【２】 設置校の事業報告 
  

１．日 本 文 理 大 学 
（１）主な教育・研究の概要                   ・・・28 
（２）中期的な計画及び事業計画の進捗・達成状況         ・・・28 
（３）教育活動                         ・・・29 
（４）研究活動                         ・・・36 
（５）就職活動                         ・・・40 
（６）広報・学生募集活動                    ・・・42 
（７）その他                          ・・・44 

 
 ２．日本文理大学附属高等学校 
（１）教育活動                         ・・・46 
（２）広報・生徒募集活動                    ・・・51 
（３）進学・就職活動                      ・・・53 
 

 
３．日本文理大学医療専門学校 
（１）教育活動                         ・・・54 
（２）学科共通教育活動                     ・・・56 
（３）就職活動                         ・・・56 

 
 

 



令和６年度事業報告書 

                  - 4 - 

【１】 学園の事業報告 

１．学園の報告 
 

１．法人の概要 
（１）基本情報  

学校法人文理学園 
   住  所：大分県大分市大字一木1727番地162 
   電話番号：097-592-1600（代表） 
 

（２）建学の精神  
本学園の建学の精神は、昭和22（1947）年に設立した「佐伯徒弟養成所」の後を受け、法人

として昭和30年設立の「佐伯産業高等学校」（後に「佐伯高等学校」と改称）から一貫して受け

継がれている「産学一致」である。昭和42（1967）年設置した「大分工業大学」の設置認可申

請書の「設置要項・目的事由」に、「有能なる工業技術者の養成を目的とし、とくに生産の実際

に即する技術教育を行い文化の向上と産業の発展に寄与することを使命とする」とあり、また、

「大分新産業都市建設の進捗に伴う」工業大学の必要性を説いていることから、工業を中心と

する地域産業の発展に実践的に貢献する有用な人材を育成することが、建学の精神のもつ意味

であった。 
 
（３）学校法人の沿革  

昭和30年 3月 学校法人佐伯産業高等学校設立認可 
昭和30年 4月 佐伯産業高等学校（建築科・林業科・造船科・家政科）開校 
昭和31年 4月 佐伯産業高等学校を佐伯高等学校と改称 
昭和32年 3月 佐伯高等学校に普通科・商業科の設置認可 
昭和35年 3月 佐伯高等学校に土木科・電気科の設置認可 
昭和38年 3月 佐伯高等学校に機械科の設置認可 
昭和39年 3月 学校法人佐伯産業高等学校を学校法人佐伯学園と改称 
昭和40年 1月 佐伯女子短期大学家政科設置認可 
昭和40年 4月 佐伯女子短期大学開学 
昭和41年 1月 佐伯女子短期大学家政科を家政科家政専攻と家政科食物専攻に分離認可 
昭和41年 1月  佐伯女子短期大学家政科食物専攻に厚生大臣より栄養士法に基づく栄養士養

成施設の指定を受ける 
昭和41年 1月 佐伯女子短期大学に保育科の設置認可 
昭和41年 1月 佐伯女子短期大学に厚生大臣より保母養成施設の指定を受ける 
昭和42年 1月 大分工業大学工学部（機械工学科・電気工学科・土木工学科・建築学科）の設

置認可 
昭和42年 3月 佐伯女子短期大学附属幼稚園の設立認可 
昭和42年 4月 大分工業大学開学 
昭和42年 4月 佐伯女子短期大学附属幼稚園開園 
昭和42年 6月 佐伯女子短期大学を大分女子短期大学と改称 
昭和42年 6月 佐伯女子短期大学附属幼稚園を大分女子短期大学附属幼稚園と改称 
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昭和42年 12月 大分工業大学工学部に経営工学科・工業化学科の設置認可 
昭和45年  4月 大分女子短期大学を大分県佐伯市字野岡12426番地から大分県大分市大字政

所2606番地へ移転 
昭和47年 3月 大分女子短期大学に家政科家政専攻及び保育科の第三部の設置認可 
昭和49年 1月 大分工業大学工学部に航空工学科の設置認可 
昭和49年 12月 大分工業大学工学部に船舶工学科の設置認可 
昭和50年 7月 佐伯高等学校の家政科・造船科・林業科・土木科・電気科を廃止 
昭和53年  4月 学校法人の事務所を大分県佐伯市字野岡12426番地から大分県大分市大字一

木字田尾1727番地162へ移転 
昭和56年 4月 大分女子短期大学附属幼稚園を大分女子短期大学附属ふたば幼稚園と改称 
昭和57年 1月 日本文理大学商経学部（商学科・経済学科）設置認可 
昭和57年 4月 学校法人佐伯学園を学校法人日本文理大学と改称 
昭和57年 4月 大分工業大学を日本文理大学と改称 
昭和57年 4月 佐伯高等学校を日本文理大学附属高等学校と改称 
昭和59年 3月 日本文理大学附属日本語専門学院設置認可 
昭和61年 12月 大分女子短期大学の廃止認可 
昭和62年 3月 日本文理大学附属高等学校に情報技術科の設置認可 
昭和62年 4月 大分女子短期大学附属ふたば幼稚園をふたば幼稚園と改称 
昭和62年 4月 日本文理大学附属日本語専門学院の位置変更 
昭和63年 4月 ふたば幼稚園の位置変更 
平成元年 3月 日本文理大学附属高等学校の建築科を廃止 
平成 3年  4月 学校法人日本文理大学を学校法人文理学園と改称 
平成 4年  4月 日本文理大学別科日本語課程開設 
平成 4年 11月 日本文理大学附属日本語専門学院を廃止 
平成 7年 3月 NBUメディカルカレッジ設置認可 
平成12年 3月 日本文理大学工学部船舶工学科の廃止認可 
平成13年 5月 日本文理大学工学部に知能機械システム工学科、電気・電子工学科、建設都市

工学科、建築デザイン学科、環境マテリアル学科、航空宇宙工学科の設置認可 
平成13年 8月 日本文理大学工学部に情報メディア学科の設置認可 
平成14年 7月 日本文理大学経営経済学部経営経済学科の設置認可 
平成14年 12月 日本文理大学大学院工学研究科航空電子機械工学専攻の設置認可 
平成15年 3月 NBUメディカルカレッジに衛生専門課程の設置認可 
平成15年 8月 日本文理大学大学院工学研究科環境情報学専攻の届出受理 
平成16年 3月 日本文理大学医療専門学校 医療専門課程の設置認可 
平成16年 4月 NBUメディカルカレッジをNBU大分美容専門学校と改称 
平成17年 3月 日本文理大学工学部経営工学科を廃止 
平成18年 3月 日本文理大学工学部土木工学科、工業化学科を廃止 
平成18年 5月 日本文理大学工学部建築学科（平成19年4月設置）の設置届出 
平成19年 3月 日本文理大学工学部建築学科（昭和42年4月設置）航空工学科を廃止 
平成19年 4月 日本文理大学工学部機械電気工学科の設置届出 
平成21年 3月 日本高等教育評価機構が定める大学評価基準を満たしていることが認定 
平成21年 6月 日本文理大学商経学部商学科及び商経学部を廃止 
平成22年 4月 日本文理大学工学部建設都市工学科、環境マテリアル学科を廃止 
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平成24年 4月 日本文理大学工学部知能機械システム工学科を廃止 
平成25年 1月 日本文理大学工学部電気・電子工学科を廃止 
平成25年 5月 日本文理大学工学部建築デザイン学科を廃止 
平成27年 3月 日本高等教育評価機構が定める大学評価基準を満たしていることが認定 
平成27年 10月 日本文理大学附属高等学校が創立60周年を迎え、記念式典を開催 
平成28年 8月 日本文理大学附属高等学校新校舎運用開始 
平成28年  9月 NBU大分美容専門学校を廃校認可 
平成29年 5月 日本文理大学創立50周年を迎え、記念式典を開催 
令和 3年 3月 日本高等教育評価機構が定める大学評価基準を満たしていることが認定 
令和 4年 9月 ふたば幼稚園の廃園認可 
令和 4年 10月 日本文理大学保健医療学部保健医療学科の設置認可 
令和 5年  9月 日本文理大学附属高等学校商業科を廃止 

 
（４）設置する学校・学部・学科等  
・学校名 日本文理大学 HP：https://www.nbu.ac.jp/ 
・所在地 大分県大分市大字一木1727番地162 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・学校名 日本文理大学附属高等学校 HP：https://www.nbu-h.ed.jp/ 
・所在地 大分県佐伯市鶴谷町2丁目1番10号 

 
 
 
 
 

 
・学校名 日本文理大学医療専門学校 HP：https://iryou.nbu.ac.jp/ 
・所在地 大分県大分市大字一木1727 

 
 
 
 
 
 

学部・研究科 開設年月日 学 科 ・ 専 攻 名 摘  要 
工 学 研 究 科 平成 1 5 年 4月 

平成 1 6 年 4月 
航空電子機械工学専攻 
環 境 情 報 学 専 攻  

工 学 部 
 
 
 

経営経済学部 
保健医療学部 

平成 1 4 年 4月 
平成 1 4 年 4月 
平成 1 9 年 4月 
平成 2 0 年 4月 
平成 1 5 年 4月 
令和  5 年 4 月 

航 空 宇 宙 工 学 科 
情 報 メ デ ィ ア 学 科 
建 築 学 科 
機 械 電 気 工 学 科 
経 営 経 済 学 科 
保 健 医 療 学 科 

 

別    科 平成  4 年 4 月 日  本  語  課  程  

学    科 開設年月日 摘 要 
普  通  科 
機  械  科 
情 報 技 術 科 

昭和33年4月 
昭和38年4月 
昭和62年4月 

 
募 集 停 止 

 

学   科 開設年月日 摘  要 
診療放射線学科 
臨 床 検 査 学 科 
臨 床 工 学 科 

平成16年4月 
平成17年4月 
平成17年4月 

募 集 停 止 
募 集 停 止 
募 集 停 止 

https://www.nbu.ac.jp/
https://www.nbu-h.ed.jp/
https://iryou.nbu.ac.jp/
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（５）学部・学科の学生定員及び在籍学生数  
       （単位：人） 

学 校 名 入学定員数 収容定員数 現員数 摘 要 

大 学 院 工 学 研 究 科 16 32 16  

日本文理大学 工  学  部 280 1,100 927  

経営経済学部 300 1,200 1,066  

保健医療学部 160 320 260  

別     科 120 120 9  

日本文理大学附属高等学校 165 495 489  

日本文理大学医療専門学校 ― 160 107  

現員数は令和6年5月1日現在 
 

（６）収容定員充足率  
設 置 校 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 

日本文理大学 
大 学 院 0.38 0.59 0.72 0.47 0.50 

日本文理大学 1.14 1.08 1.05 0.96 0.86 

日本文理大学 
別科日本語課程  0.19 0.15 0.03 0.14 0.08 

日本文理大学 
附属高等学校 0.99 1.01 1.07 1.04 0.98 

日本文理大学 
医療専門学校 0.76 0.84 0.82 0.83 0.67 

令和6年5月1日現在 
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（７）役員の概要  
令和6年7月1日現在 

定員数 理事 6～8人、監事 2～3名 

 
・責任限定契約、役員賠償責任保険契約の状況 
ア 責任限定契約 

私立学校法に従い、令和２年４月１日より責任限定契約を締結、以降、今年度についても、

対象役員については契約更新を行った。 
・対象役員の氏名 
非業務執行理事（橋本 堅次郎、加藤 輝昭、島岡 成治、松原 典宏、浦松 傅、権藤 淳） 
監     事（緒方 満喜人、飯田 正嘉） 

・契約内容の概要 
非業務執行理事及び監事がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、金10
万円と、役員報酬の２年分との、いずれか高い額を責任限度額とする。 

・契約によって職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置 
契約内容に役員がその職務を行うに当たり善意かつ重大な過失がないときに限る旨の定めがある。 

 
イ 役員賠償責任保険制度への加入 

私立学校法に従い、理事会決議により令和２年４月１日から私大協役員賠償責任保険に加入してお

り、引き続き令和６年４月１日に更新した。 
１．団体契約者 

日本私立大学協会 
 

区 分 氏 名 常勤･非常勤の別 摘 要 

理事長 菅  貞 淑 常 勤 平成12年6月理事就任 
平成19年1月理事長就任 

理 事 橋本  堅次郎  常 勤 平成29年4月理事就任 
令和3年4月学長就任 

理 事 加 藤  輝 昭 常 勤 平成25年9月理事就任 
学校法人文理学園 学園事務局長 

理 事 島 岡  成 治 常 勤 令和3年4月理事就任 
日本文理大学 副学長 

理 事 松 原  典 宏 非常勤 平成22年6月理事就任 

理 事 浦 松  傅 非常勤 平成27年5月理事就任 
（株式会社浦松建設 相談役） 

理 事 権 藤  淳 非常勤 平成31年4月理事就任 
（株式会社豊和銀行 代表取締役頭取） 

監 事 緒方  満喜人 非常勤 平成24年5月監事就任 

監 事 飯 田  正 嘉 非常勤 平成29年11月監事就任 
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２．被保険者 
記名法人 … 学校法人 文理学園 
個人被保険者 … 理事・監事 

３．補償内容 
（１） 役員（個人被保険者）に関する補償 

法律上の損害賠償金、争訟費用等 
（２） 記名法人に関する補償 

法人内調査費用、第三者委員会設置・活動費用等 
４．支払い対象とならない主な場合（職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置） 

法律違反に起因する対象事由等 
５．保険期間中総支払限度額 

５億円 
 
（８）評議員の概要  

令和6年7月1日現在 
定員数 16～20人 

氏   名 主な現職等 

菅  貞 淑 学校法人文理学園 理事長  学園理事 

橋 本  堅 次 郎 日本文理大学 学長  学園理事 

加 藤  輝 昭 学校法人文理学園 学園事務局長  学園理事 

島 岡  成 治 日本文理大学 副学長  学園理事 

豊 住  昭 和 日本文理大学医療専門学校 校長 

小 原  和 成 日本文理大学附属高等学校 校長 

菅  節 子 日本文理大学 大学事務本部キャリア支援担当 部長 

室 園  昌 彦 日本文理大学 工学部長 

長 田  真 一 学校法人文理学園 法人本部経理部長 

菅  雅 幸 日本文理大学 工学部教授 

木 本  公 幸 日本文理大学 大学事務本部大学総務・経理担当 主査 

幸 田  飛 鳥 日本文理大学 大学事務本部教務・学生支援担当 課長補佐 

松 原  典 宏 学園理事 

谷 脇  俊 文 株式会社金剛商会 代表取締役 

平 山  誠 有限会社山生アーキテクト 社長 

浦 松  傳 株式会社浦松建設 相談役  学園理事 

権 藤  淳 株式会社豊和銀行 代表取締役頭取  学園理事 
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（９）教職員の概要  
令和6年5月1日現在 

区    分 
教  員 職 員 

本 務 兼 務 本 務 

学 園 法 人 本 部 － － 19 

日本文理大学（別科を含む） 120 54 67 

日 本 文 理 大 学 附 属 高 等 学 校 37 20 8 

日 本 文 理 大 学 医 療 専 門 学 校 18 9 3 

合     計 175 83 97 

 
（10）その他  

① 令和７年４月施行改正私立学校法による寄附行為の変更認可申請 
令和6年12月19日、文部科学省より認可が下りた。 

② 日本文理大学医療専門学校 廃校手続 
  令和5年度から募集停止を実施した医療専門学校３学科の最後の卒業生を無事卒業させる

ことができた。 
③ 日本文理大学附属高等学校 機械科の廃学科手続 
  令和5年度から募集停止を実施した機械科の最後の卒業生を無事卒業させることができた。 
④ 教育環境の整備 

学園の教育環境整備として、各設置校別については以下のとおり実施した。 
【日本文理大学】 
  ７号館（保健医療学部棟） 

 7306教室 天井吸音対策、空調機整備 
８号館（図書館） 
   １階書庫 空気調和機整備、空調機更新 
18号館（経営経済学部棟） 

 18A41、18A51講義室 「可動式机・椅子」更新及び改装 

 ４・５階トイレ全面改修 

18A53ゼミ室 ⇒ 休憩スペース空間に変更 

「大規模改修」 
アポロセンター 外装・屋根全面改修及び内装改修 
第２体育館 外装・屋根全面改修 
食堂前噴水廻り 「噴水・藤棚・トレリス・エコハウス」解体・敷地整備 

「キャンパスリニューアル構想」計画（令和5年度～令和10年度） 
   3（建築学科棟）・5号館（機械電気工学科棟） 「耐震診断」実施 

16号館（武道場） 「耐震化工事及び全面改修」 
   12（食堂）・13号館（事務本館） 「耐震診断」実施 
                   「改築事業」着手 ※13号館解体開始 
「保健医療学部 環境整備事業」 
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教具・校具・備品等 購入（令和6年度整備計画完了） 
 
【日本文理大学附属高等学校】 

普通教室棟 太陽光発電システム導入 
旧福祉実習室「PC-C」教室 環境整備 

特別教室棟 機械実習室「ファクトリーブース設置」及び全面改修 
のうか寮第１ 「３階居室、１階集会室、浴室」全面改修 

 
【日本文理大学医療専門学校】 
  閉校対応「看板・サイン等変更」  
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２．文理学園の施設等の状況 

   主な施設設備の状況は次のとおりである。 
 

所在地 施設等 面積等 取得価額 帳簿価額 摘  要 

【法人本部】 
大分県 

大分市 
佐伯市 
別府市 
由布市 

土地 51,063.06ｍ2 1,509,254千円 1,509,254千円  

建物 7538.78ｍ2 978,058千円 392,045千円  

【日本文理大学】 
大分県 

大分市 
豊後大野市 

由布市 

学校用地等 456,348.6ｍ2 7,441,218千円 7,441,218千円 
敷地は医療と共用 
一木1303-81他7筆
買収につき増 

校舎22棟 66,519.95㎡ 13,311,743千円 5,463,072千円 
13号館解体につき

面積減 

学生寮1棟 1,122.36㎡ 62,989千円 11,952千円 R7年度解体予定 

その他 19,016.97ｍ2 2,961,354千円 845,033千円 
湯布院研修所を含む 

40thカフェ解体 
につき面積減 

【附属高校】 
大分県 

佐伯市 
別府市 

学校用地等 149,127.81ｍ2 4,594,710千円 4,594,710千円  

校舎 13,089.87ｍ2 2,215,380千円 955.968千円  

【医療専門学校】 
大分県 

大分市 

学校用地等 34,766.00ｍ2 239,624千円 239,624千円 
敷地は大学と共用 
（～R6年度） 

校舎3棟 4,825.25ｍ2 406,809千円 110,733千円 
R7年度図書館 
(52㎡)は工学部へ

部門変更予定 
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 ３．文理学園の財務概要 
（１）決算の概要  
 ① 貸借対照表の状況 

 令和６年度末現在の資産の総額は456億3,499万円となり、前年度に比べ5億9,319万円減少し

た。資産内訳は有形固定資産239憶9,456万円、特定資産49億円、その他の固定資産6億8,681万
円、流動資産160億5,360万円となった。 
一方、負債の総額は17億7,460万円となり、前年度に比べ1億3,202万円減少した。基本金は454
億3,025万円となり、6億4,117万円増加した。 

（単位：千円） 

科  目 令和6年度 令和5年度 増  減 対前年度比 

固定資産 29,581,384 28,797,734 783,651 102.72 

 

有形固定資産 23,994,565 24,496,865 △502,301 97.95 

特定資産 4,900,000 3,650,000 1,250,000 134.25 

その他の固定資産 686,820 650,868 35,951 105.52 

流動資産 16,053,606 17,430,450 △1,376,843 92.10 

資産の部 合計 45,634,991 46,228,183 △593,193 98.72 

固定負債 974,697 972,483 2,214 100.23 

流動負債 799,911 934,151 △134,239 85.63 

負債の部 合計 1,774,609 1,906,634 △132,026 93.08 

基本金 45,430,255 44,789,083 641,172 101.43 

 

第1号 基本金 41,058,255 41,667,083 △608,828 98.54 

第2号 基本金 2,500,000 1,250,000 1,250,000 200.00 

第3号 基本金 1,500,000 1,500,000 0 100.00 

第4号 基本金 372,000 372,000 0 100.00 

繰越収支差額 △1,569,873 △467,534 △1,102,339 335.78 

 翌年度繰越収支差額 △1,569,873 △467,534 △1,102,339 335.78 

純資産の部 合計 43,860,382 44,321,549 △461,167 98.96 

総合計 45,634,991 46,228,183 △593,193 98.72 
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 ② 収支計算書の状況 
  ア）資金収支計算書の概要 

  収入の部は、学生生徒等納付金収入31億371万円、資産売却収入17億2,271万円等で、収入

の部合計額は144億9,185万円になった。支出の部では、人件費支出24億5,487万円と教育研

究費支出19億2,701万円等を含む84億384万円となり、差引の翌年度繰越支払資金は60億
8,800万円となった。 

（単位：千円）   
科  目 令和6年度 令和5年度 

＜収入の部＞   
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 3,103,712 3,381,571 
手 数 料 収 入 44,026 44,520 
寄 付 金 収 入 78,728 76,499 
補 助 金 収 入 837,620 892,566 
資 産 売 却 収 入 1,722,716 16,408,620 
付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 50,788 56,232 
受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 308,345 181,374 
雑 収 入 230,444 228,668 
借 入 金 等 収 入 0 0 
前 受 金 収 入 409,719 497,298 
そ の 他 の 収 入 473,845 1,708,283 
資 金 収 入 調 整 勘 定 △614,183 △772,357 
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,846,093 2,220,270 

収入の部 合計 14,491,853 24,923,545 
＜支出の部＞   
人 件 費 支 出 2,454,874 2,384,830 
教 育 研 究 経 費 支 出 1,927,014 1,889,186 
管 理 経 費 支 出 273,568 275,167 
借 入 金 等 利 息 支 出 0 0 
借 入 金 等 返 済 支 出 0 0 
施 設 関 係 支 出 108,592 656,625 
設 備 関 係 支 出 159,603 258,822 
資 産 運 用 支 出 3,420,201 11,743,549 
そ の 他 の 支 出 343,087 215,606 
資 金 支 出 調 整 勘 定 △283,090 △346,333 
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,088,004 7,846,093 

支出の部 合計 14,491,853 24,923,545 
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  イ）活動区分資金収支計算書の概要 
教育活動資金収支は4億405万円の支出超過、施設整備等活動資金収支は16億282万円の支出

超過となり、合計で20億687万円の支出超過となった。また、その他の活動資金収支は2億
4,878万円の収入超過となり、その結果支払資金増減額は、17億5,808万円の減少となった。 

（単位：千円） 

科  目 令和6年度 

教 育 活 動 に 
よる資金収支 

教 育 活 動 資 金 収 入 計 4,291,306 

教 育 活 動 資 金 支 出 計 4,655,456 

差 引 △364,150 

調 整 勘 定 等 △39,905 

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額 △404,055 

施設整備等活動 
による資金収支 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 入 計 154,074 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 支 出 計 1,618,195 

差 引 △1,464,121 

調 整 勘 定 等 △138,702 

施 設 整 備 等 活 動 資 金 収 支 差 額 △1,602,824 

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △2,006,879 

その他の活動 
による資金収支 

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計 2,331,535 

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計 2,082,745 

差 引 248,789 

調 整 勘 定 等 0 

そ の 他 の 活 動 資 金 収 支 差 額 248,789 

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △1,758,089 

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,846,093 

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 6,088,004 
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ウ）事業活動収支計算書の概要 
教育活動収支は10億1,612万円の支出超過、教育活動外収支は3億834万円の収入超過となり、

その結果経常収支は7億777万円の支出超過となった。 
また、特別収支は2億4,039万円の収入超過となったため、基本金組入前当年度収支差額は4
億6,738万円の支出超過となり、これから基本金組入額14億4,222万円を控除した当年度収支

差額は19億961万円の支出超過となった。 
（単位：千円）   

科     目 本年度末 
教

育

活

動

収

支 

事業活動収入の部 

学 生 生 徒 等 納 付 金 3,103,712 

手 数 料 44,026 

寄 付 金 58,814 

経 常 費 等 補 助 金 805,819 

付 随 事 業 収 入 50,788 

雑 収 入 230,444 

教 育 活 動 収 入 計 4,293,603 

事業活動支出の部 

人 件 費 2,457,088 

教 育 研 究 経 費 2,511,822 

管 理 経 費 333,174 

徴 収 不 能 額 等 1,431 

教 育 活 動 支 出 計 5,303,515 

 教 育 活 動 収 支 差 額 △1,009,912 

教

育

活

動

外

収

支 

事業活動収入の部 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 308,345 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 

教 育 活 動 外 収 入 計 308,345 

事業活動支出の部 

借 入 金 等 利 息 0 

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 

教 育 活 動 外 支 出 0 

 教 育 活 動 外 収 支 差 額 308,345 

経 常 収 支 差 額 △701,566 



令和６年度事業報告書 

                  - 17 - 

特

別

収

支 

事業活動収入の部 

資 産 売 却 差 額 318,188 

そ の 他 の 特 別 収 入 57,819 

特 別 収 入 計 376,007 

事業活動支出の部 

資 産 処 分 差 額 135,608 

そ の 他 の 特 別 支 出 0 

特 別 支 出 計 135,608 

 特 別 収 支 差 額 240,399 

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 △461,167 

基 本 金 組 入 額 合 計 1,442,224 

当 年 度 収 支 差 額 △1,903,391 

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △467,534 

基 本 金 取 崩 額 801,052 

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △1,569,873 

（参考） 

事 業 活 動 収 入  計 4,977,956 

事 業 活 動 支 出  計 5,439,123 
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（２）経年比較  
 ①貸借対照表 

（単位：千円） 

 
令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 本年度末 

固 定 資 産 25,965,627 25,728,004 26,973,547 28,797,734 29,581,384 

流 動 資 産 7,959,067 8,323,497 6,900,898 17,430,450 16,053,606 

資産の部合計 33,924,694 34,051,501 33,874,445 46,228,183 45,634,991 

固 定 負 債 953,044 948,072 949,707 972,483 974,697 

流 動 負 債 951,493 931,948 963,128 934,151 799,911 

負債の部合計 1,904,537 1,880,020 1,912,835 1,906,634 1,774,609 

基 本 金 41,449,033 41,501,074 42,847,219 44,789,083 45,430,255 

繰越収支差額 △9,428,876 △9,329,593 △10,885,609 △467,534 △1,569,873 

純資産の部合計 32,020,157 32,171,481 31,961,610 44,321,549 43,860,382 

負債及び 
純資産の部合計 33,924,694 34,051,501 33,874,445 46,228,183 45,634,991 
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 ②収支計算書 
  ア）資金収支計算書 

（単位：千円） 

 
令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 本年度末 

学 生 生 徒 等 
納 付 金 収 入 3,696,216 3,629,145 3,570,388 3,381,571 3,103,712 

手 数 料 
収 入 48,938 46,970 47,923 44,520 44,026 

寄 付 金 
収 入 32,433 26,855 43,360 76,499 78,728 

補 助 金 
収 入 789,375 939,981 889,293 892,566 837,620 

資 産 売 却 
収 入 2,063,707 2,270,158 2,001,463 16,408,620 1,722,716 

付 随 事 業 ・ 
収 益 事 業 収 入 70,609 71,679 67,705 56,232 50,788 

受 取 利 息 ・ 
配 当 金 収 入 162,540 202,855 110,782 181,374 308,345 

雑 収 入 205,892 240,457 272,926 228,668 230,444 

借 入 金 等 
収 入 0 0 0 0 0 

前 受 金 
収 入 721,594 674,348 697,362 497,298 409,719 

そ の 他 
の 収 入 1,246,188 987,096 2,431,107 1,708,283 473,845 

資金収入調整勘定 △837,747 △2,349,039 △778,366 △772,357 △614,183 

前 年 度 繰 越 
支 払 資 金 1,847,707 2,515,193 2,159,394 2,220,270 7,846,093 

収 入 の 部 
合 計 10,047,453 9,255,699 11,513,338 24,923,545 14,491,853 
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（単位：千円） 

 
令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 本年度末 

人 件 費 
支 出 2,150,156 2,304,849 2,292,131 2,384,830 2,454,874 

教育研究経費 
支 出 2,146,844 2,117,603 2,109,304 1,889,186 1,927,014 

管理経費支出 238,366 320,487 370,299 275,167 273,568 

借 入 金 等 
利 息 支 出 0 0 0 0 0 

借 入 金 等 
返 済 支 出 0 0 0 0 0 

施設関係支出 77,822 242,405 1,539,992 656,625 108,592 

設備関係支出 158,636 85,650 259,511 258,822 159,603 

資産運用支出 2,640,847 2,024,832 2,486,764 11,743,549 3,420,201 

その他の支出 277,697 168,041 397,219 215,606 343,087 

資金支出調整 
勘 定 △158,108 △167,563 △162,153 △346,333 △283,090 

翌 年 度 
繰越支払資金 2,515,193 2,159,394 2,220,270 7,846,093 6,088,004 

支出の部合計 10,047,453 9,255,699 11,513,338 24,923,545 14,491,853 
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  イ）活動区分資金収支計算書 
（単位：千円） 

科目 令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 本年度末 

教育活動による資金収支      

 

教育活動資金収入計 4,832,386 4,828,804 4,868,376 4,655,939 4,291,306 

教育活動資金支出計 4,535,366 4,742,939 4,771,734 4,549,183 4,655,456 

差引 297,020 85,865 96,642 106,756 △364,150 

調整勘定等 △4,777 △67,383 48,312 △133,702 △39,905 

教育活動資金収支差額 292,243 18,482 144,954 △26,946 △404,055 

施設整備等活動による資金収支      

 

施設整備等活動資金収入計 121,187 126,702 23,240 31,986 154,074 

施設整備等活動資金支出計 236,458 328,055 1,799,502 2,165,447 1,618,195 

差引 △115,271 △201,353 △1,776,263 △2,133,461 △1,464,121 

調整勘定等 69,993 △126,539 114,877 151,598 △138,702 

施設整備等活動資金収支差額 △45,278 △327,892 △1,661,386 △1,981,863 △1,602,824 

小計 
（教育活動資金収支差額+ 
施設整備等活動資金収支差額） 

246,966 △309,410 △1,516,432 △2,008,809 △2,006,879 

その他の活動による資金収支      

 

その他の活動資金収入計 3,177,890 3,355,474 2,917,958 18,189,479 2,331,535 

その他の活動資金支出計 2,761,140 2,031,809 2,710,704 10,554,847 2,082,745 

差引 416,750 1,323,665 207,255 7,634,632 248,789 

調整勘定等 3,770 △1,370,054 1,370,054 0 0 

その他の活動資金収支差額 420,520 △46,388 1,577,308 7,634,632 248,789 

支払資金の増減額 
(小計＋その他の活動資金収支差額) 

667,486 △355,799 60,876 5,625,823 △1,758,089 

前年度繰越支払資金 1,847,707 2,515,193 2,159,394 2,220,270 7,846,093 

翌年度繰越支払資金 2,515,193 2,159,394 2,220,270 7,846,093 6,088,004 
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  ウ）事業活動収支算書 
   （単位：千円） 

科 目 令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 本年度末 

教

育

活

動

収

支 

事

業

活

動

収

入

の

部 

学 生 生 徒 等 
納 付 金 3,696,216 3,629,145 3,570,388 3,381,571 3,103,712 

手 数 料 48,938 46,970 47,923 44,520 44,026 

寄 付 金 31,828 19,767 23,724 57,074 58,814 
経 常 費 等 
補 助 金 784,277 824,474 889,125 891,938 805,819 

付 随 事 業 
収 入 70,609 71,679 67,705 56,232 50,788 

雑 収 入 206,994 240,467 282,986 253,479 230,444 

収 入 計 4,838,861 4,832,503 4,881,852 4,684,814 4,293,603 

事

業

活

動

支

出

の

部 

人 件 費 2,150,931 2,299,887 2,303,826 2,432,957 2,457,088 

教 育 研 究 
経 費 2,636,750 2,610,918 2,581,419 2,464,570 2,511,822 

管 理 経 費 317,217 386,978 440,777 341,072 333,174 
徴 収 
不 能 額 等 354 1,880 2,055 2,859 1,431 

支 出 計 5,105,251 5,299,662 5,328,077 5,241,458 5,303,515 

 教育活動収支差額 △266,390 △467,159 △446,226 △556,644 △1,009,912 

教

育

活

動

外

収

支 
事
業
活
動
収
入
の
部 

受 取 利 息 
・ 配 当 金 162,540 202,855 110,782 181,374 308,345 

その他の教育活動

外 収 入 0 0 0 0 0 

収 入 計 162,540 202,855 110,782 181,374 308,345 

事
業
活
動
支
出
の
部 

借 入 金 等 利 息 0 0 0 0 0 

その他の教育活動

外 支 出 0 0 0 0 0 

支 出 計 0 0 0 0 0 

 教育活動外収支差額 162,540 202,855 110,782 181,374 308,345 

経 常 収 支 差 額 △103,850 △264,304 △335,443 △375,270 △701,566 
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特

別

収

支 

事
業
活
動
収
入
の
部 

資 産 売 却 差 額 110 379,324 116,036 12,729,226 318,188 

その他の特別収入 18,722 136,783 27,490 34,932 57,819 

特 別 収 入 計 18,832 516,107 143,526 12,764,158 376,007 

事
業
活
動
支
出
の
部 

資 産 処 分 差 額 143,866 100,478 17,955 28,949 135,608 

その他の特別支出 0 0 0 0 0 

特 別 支 出 計 143,866 100,478 17,955 28,949 135,608 

 特 別 収 支 差 額 △125,034 415,628 125,572 12,735,209 240,399 

基 本 金 組 入 前 
当 年 度 収 支 差 額 △228,885 151,324 △209,872 12,359,939 △461,167 

基 本 金 組 入 額 合 計 230,307 296,309 1,852,737 1,950,860 1,442,224 

当 年 度 収 支 差 額 △459,191 △144,985 △2,062,609 10,409,080 △1,903,391 

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △8,971,654 △9,428,876 △9,329,593 △10,885,609 △467,534 

基 本 金 取 崩 額 1,969 244,268 506,592 8,996 801,052 

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △9,428,876 △9,329,593 △10,885,609 △467,534 △1,569,873 

（参考） 

事 業 活 動 収 入  計 5,020,233 5,551,465 5,136,160 17,630,347 4,977,956 

事 業 活 動 支 出  計 5,249,118 5,400,140 5,346,032 5,270,407 5,439,123 
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（３）主な財務比率比較  
（単位：％） 

名称 算式 令 和 
2年度末 

令 和 
3年度末 

令 和 
4年度末 

令 和 
5年度末 

本年度末 

事業活動 
収支差額 
比率 

 
 

基本金組入前当年度収支差額  △4.6 2.7 △4.1 70.1 △9.3 
事業活動収入計 

基本金組入

後収支比率 
 
 

事業活動支出  109.6 102.8 162.8 33.6 153.8 
事業活動収入計－基本金組入額  

学生生徒等 
納付金比率  

学生生徒等納付金  73.9 72.1 71.5 69.5 67.4 
経常収入※3 

人件費 
比率  

人件費  43.0 45.7 46.1 50.0 53.4 
経常収入※3 

教育研究 
経費比率 

 
 

教育研究経費  52.7 51.9 51.7 50.6 54.6 
経常収入※3 

管理経費 
比率 

 
 

管理経費  6.3 7.7 8.8 7.0 7.2 
経常収入※3 

流動比率  
流動資産  836.5 893.1 716.5 1865.9 2,006.9 
流動負債 

負債比率  
総負債  5.9 5.8 6.0 4.3 4.0 
純資産 

純資産構成 
比率  

純資産  94.4 94.5 94.4 95.9 96.1 
負債＋純資産 

基本金比率  
基本金  99.9 99.9 99.9 99.6 99.8 

基本金要組入額 

教育活動

資金収支

差額比率 

 
 
 

教育活動資金収支差額 
 △5.5 △9.7 △9.1 △11.9 △23.5 

教育活動資金収入計 

※3 経常収入 ＝ 教育活動収入計 ＋ 教育活動外収入計 
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（４）その他  
 ①有価証券の状況 

（単位：千円） 
区分 銘柄 数量 帳簿価額 時価 表示科目 

株 式 ボーイング 他 35,470 431,743 290,837 
有価証券 

（流動資産） 

株 式 CTBメディア 他 50,100 505,000 505,000 
有価証券 

（固定資産） 

債 券 米国債 他 204,600,000 387,043 498,020 
有価証券 

（流動資産） 

債 券 DynaMO－J11債 300,000,000 300,000 303,900 
第3号基本金 
特定資産 

投資信託 グローバルIOT関連株

ファンド 他 4,999,665,455 8,984,381 10,241,463 
有価証券 

（流動資産） 

投資信託 
野村未来トレンド発見

ファンド 他 
113,548,120 850,000 1,371,594 

退職給与引当 
特定資産 

投資信託 
新光ピュアインド株式

ファンド 他 1,645,610,622 2,500,000 2,909,314 
第2号基本金 
引当特定資産 

投資信託 
世界厳選株式オープン 
他 726,828,729 1,200,000 1,458,679 

第3号基本金 
引当特定資産 

その他 大分県信用組合 他 5,000 500 500 出資金 

計 7,990,343,497 15,158,667 17,579,307  

 
 ②借入金の状況 
    該当なし 
 
 ③学校債の状況 
    該当なし 
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 ④寄付金の状況 
       （単位：千円） 

寄付金の種類 寄付者 金 額 摘要 
教 育 研 究 充 実 
事業資金寄付金 卒業生・在学生保護者・教職員 他 1,211  

奨 学 寄 付 金 （㈱）測研 他 4,190  

そ の 他 
日本文理大学後援会 他 69,587 

全国選抜大会助成金、 
スクールバス運行補助費 他 

日本私立学校振興・共済事業団 3,370 受配者指定寄付金 

一 般 寄 付 金 NBU協力会 100  

現 物 寄 付 熊谷 貴 氏（科研費）他 6,105 実体顕微鏡一式 他 

 
 ⑤補助金の状況 

国庫補助金として、5億6,400万円の交付を受けている。 
内訳は、私立大学等経常費補助金2億9,600万円、大学等修学支援授業料等減免費交付金2億

4,100万円、私立大学施設整備費補助金2,600万円である。 
地方公共団体補助金としては、2億7,300万円の交付を受けている。 
主な内訳は、大分県私立学校運営費補助金2億4,600万円、私立高等教育授業料等減免補助金

800万円、大分県私立高等学校授業料減免補助金1,100万円である。 
 
⑥収益事業の状況 

私立学校法に定める収益事業は、該当ありません。 
 

⑦関連当事者等との取引の状況 
ⅰ）関連当事者 

会社等 
の名称 

事業 
内容 

資本金 
（千円） 

出資 
割合 取引の内容 摘要 

（有）ワンエス 売店・ 
学食他 4,000 0% 

物品のﾘｰｽ･購入他 
65,915千円 

理事長及びその近親者が

75％出資 

（有）がるーだ 不動産業他 8,580 0% 
土地の賃貸 

4,138千円 
理事長及びその近親者が

68.5％出資 

（一財）愛の里 介護付有料

老人ホーム － － 建物の賃貸 
21,750千円 

当学園の理事長が理事長

に就任している 

ⅱ）出資会社 
   該当なし 
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（５）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策  

  ①経営状況の分析 
本学の経常収支については赤字が継続しているが、定員充足率が低下してきたことにより赤字

幅は悪化傾向にある。 
教育活動資金収支は、昨年度に引き続き赤字となった。 
また、財務基盤については借入金がなく、有価証券等の金融資産を保有しており学園運営には

問題がないと言える。 
外部資金の導入については、産学官民連携推進センターが科研費、共同研究、特許等について

教員と共同して進めている。 
 
②経営上の成果と課題 
第４期中長期改善施策として、令和６年度から令和10年度における中長期計画を策定し、目標

は、「定員充足率100％、事業活動収支の黒字化」である。 
定員充足率については、コロナ禍の影響で、大学においては令和３年度から100％を達成して

いない。附属高校は、昨年度に引き続き定員に達しなかった。専門学校については、令和６年

度末で閉校した。 
 
③今後の方針・対応方策 

  本学の収支の赤字が継続している主な理由は、学生数の減少と施設の老朽化に対する修繕費等

の増加があげられる。 
今後18歳人口が減少していく中、教育内容の充実により奨学生を減少させながら定員充足率

100％を目標に収支の改善に取り組むものとする。 
令和５年度開設の保健医療学部については、施設設備の拡充と入学生確保を引き続き取り組ん

でいく。 
また、耐震化対応を含むキャンパス改修計画（オーザイスマートキャンパスプロジェクト）に

ついては、法人本部管理部、大学学長室等による委員会を設置して遂行している。 
人員計画については、教職員の年齢構成が高年齢化しており、新卒・中途採用を含め、引き続

きバランスの良い年齢構成を目指す。 



令和６年度事業報告書 

                  - 28 - 

【２】 設置校の事業報告 
１．日本文理大学 
 

（１）主な教育・研究の概要  
① 卒業の認定に関する方針 
（a）社会人として健全な倫理観と責任感を身につけ、時代の変化を捉えて課題を解決しよう

とする意欲をもち、社会・地域に貢献しようとする情熱をもっていること。 
（b）自然や文化・伝統など幅広い視野に立って、産業界の要請に応える各分野の専門知識と

実践的応用力を身につけていること。 
（c）専門知識を活用するための技能とプレゼンテーション能力、チームで活動するためのコ

ミュニケーション能力を身につけていること。 
（d）課題解決において多角的かつ柔軟な思考力をもち、新しい仕組みや分野の創造にも前向

きに取り組みチャレンジする能力をもっていること。 
② 教育課程の編成及び実施に関する方針 
（a）ディプロマ・ポリシーに示す能力を身に付けるために、教養基礎科目と専門教育科目の

正課科目の他、正課外学習により教育課程を編成しています。 
（b）教養基礎科目は、産業界で必要な人間力の育成のため、コミュニケーション能力や社会

人基礎力を主として養う科目群と、こころの力を主として養う科目群から成り、地域と連

携した実践型教育やキャリア教育を加味することによって職業能力を高めていく編成と

しています。 
（c）専門教育科目は、工学部、経営経済学部及び保健医療学部のそれぞれの学科ごとに、専

門能力と職業能力を修得する科目で構成し、これらを効果的に身につけるよう実践的教

育を取り入れます。特に、ゼミナールや卒業研究は、自主性を持った課題解決型の学修を

行うことで、実践的教育の集大成と位置付けられます。 
（d）正課外学習は、課外活動やプロジェクト活動、資格講座、ボランティア活動などがあり、

専門能力と職業能力の向上を含む人間力の育成に役立てています。これらの科目等は本

学の３つの教育理念で結ばれており、それぞれの科目の連携を考慮して４年間にバラン

スよく履修できるように開講・準備されています。 
③ 入学者の受入れに関する方針 
（a）本学の建学の精神及び教育理念を理解し、主体的・意欲的に学ぼうとする人 
（b）世の中の諸課題や変化に強い関心を持ち、社会・地域の発展に貢献しようとする人 
（c）社会の一員としての自覚と誇りを持ち、若者らしい発想と行動力でチャレンジできる人 
上記全学の３つのポリシーに従って教育活動を展開した。 

 
（２）中長期な計画（教学・人事・施設・財務等）及び事業計画の進捗・達成状況  

策定した「第４期中長期改善施策」にもとづき、各部局において以下に記載する事項に取り組

んだ。 
 
（３）教育活動  

① 魅力ある学部・学科・教育内容 
１）学習成果の可視化 
【大学院】 
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（a）研究計画を策定し、その中で成果を公開する取り組みが進められている個別の研究室や

大学院生においては研究が進行している。 
（b）中間発表時には評価への対応を明示する必要があり、修士課程１年生の中間報告会での

口頭発表が高い教育効果をもたらしている。この評価を今後どのように活用するかにつ

いては引き続き検討する。 
【大学】 
（a）令和７年度入学生のディプロマ・ポリシー（DP）、カリキュラム・ポリシー（CP）、ア

ドミッション・ポリシー（AP）の変更を行った。 
（b）アセスメントプランの見直し、再検討を行った。 
（c）eポートフォリオを踏まえた学修成果指標について検討を行った。 
【工学部】 
（a）学生の興味・関心が多様化していることを鑑み、資格取得に関わる指標の見直しを行っ

た。教務委員会での議論により、学科ごとに推奨資格を定めた。 
【経営経済学部】 
（a）現在のカリキュラムについて、学生が身についたと思う資質・能力の自己評価とカリキ

ュラムマップの整合性について点検を図っている。約７～８割程度の学生が身について

いると自己評価をしており、現カリキュラムの整合性について確認がされた。 
【保健医療学科】 
（a）学生毎のGPA、欠席数による学生状況の把握を行い個別面談等の学生指導を各コースに

て行った。 
（b）成績不良の学生の学力向上のため、保健医療学部学習支援委員会主導によるブラッシュ

アップ講座を３コース共通で１年生を対象に行った。 
（c）模擬試験による学習成果の把握については引き続き行っていく。 
（d）資格試験については各コース目標とする資格試験を設定し受験させた。各試験について、

学生に対し対策講座等を行い受験させた。 
（e）2027年以降の時間割策定について検討を開始した。 
【教養教育】 
（a）2023年度の全教養科目のGPAをもとにGPAの低い科目を抽出。 
（b）抽出された科目について現状調査 (ヒアリング等)。 
２）教養教育・専門教育、カリキュラムの精選と構造化 
【大学院】 
（a）大学院定員の充足率については、今年度の目標値に近い水準で推移した。必要な研究・

教育分野に対する教員組織充足率については、大学院の教員組織に関して、今後の研究

分野の集約と整理を踏まえた指標の数値化に向けた検討が進められている。 
（b）今年度は、大学院のDPを再検討し、加えて、CPについても改定案を策定した。 
【大学】 
（a）MDASHリテラシー（2023年入学生より必修化）変更届出を前年度末に完了し、２巡目

の運用を行った。 
（b）MDASH応用基礎について、全学教養、各学部で導入に向けた検討を行った。 
（c）副専攻制度について一部科目の見直しを行った。 
【工学部】 
（a）学生の興味・関心が多様化していることを鑑み、資格取得に関わる指標の見直しを行っ

た。教務委員会での議論により、学科ごとに推奨資格を定め、「推奨資格取得数÷在籍者
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数」を今後の目標値とすることとした。 
（b）数理・データサイエンス・AIに関連する講義に関しての精査を実施し、数理・データサ

イエンス・AI教育プログラム認定制度で、応用基礎レベルの認定に向けた検討を実施し

た。 
【経営経済学部】 
（a）学部カリキュラム数見直し、カリキュラムマップの検証 

開講されていない科目について精査を行った結果、一部の科目を廃止した。また、選択必修

の見直し及び教育内容の充実に向けて新たに科目を設置した。なお、引き続き不開講となる

科目については、開講に向けた体制整備を継続して実施することとなった。 
（b）課題解決型地域連携教育の充実 

地域と連携したPBL型講義（活動）の実施状況について集約を行った。 
（c）地域志向科目群の割合の検証 

地域志向科目群の割合について令和6年度のシラバスをもとに、現状の集約を行った。 
（d）専門分野における数理・データサイエンス・AIモデルカリキュラム開講 
    MDASH応用基礎プログラム申請に向けて、経営学又は経済学を主とする他大学の申請

状況について情報収集を行い、引き続き申請の可否について検討を行う。 
【保健医療学部】 
（a）カリキュラム数の見直し、および教員毎のコマ数の平準化については新カリキュラムの

策定のため、本年度より開始された科目群の実施状況の把握を行った。 
【教養教育】 
（a）2023年度カリキュラムマップとの比較による検証 
（b）新DPに対応するカリキュラムマップの項目について検討 
【別科日本語課程】 
（a）別科生の日本語能力向上策 

・読解、聴解、文法、文字語彙の各スキル別クラスを３段階に分けて設置。各学生の日

本語力に合った指導を行った。 
・日本語能力試験対策用のオンライン教材を導入。授業時間外でも自律的に学習できる

体制を整備した。 
・非漢字圏出身学生向けに、新たな教材を導入。 

（b）学部と連携した日本語指導 
・日本語サポートタイムを設け、日本語能力試験（JLPT）の練習問題の提供や問題集

の紹介など対策をサポート。 
・別科で実施するJ.TEST（８月と12月に実施）に学部生にも参加を呼びかけた。 

（c）他の日本語教育期間との差別化 

・授業「実践日本語」の新たな実践活動として、地域住民らとのカレー交流会等を実施。 
３）「産学一致」を具現化した教育プログラムの新設 
【工学部】 
（a）学科ごとに「産学一致」を具現化した教育プログラムについての検討を行った。  
【経営経済学部】 
（a）地域をフィールドとした地域連携教育の実施状況について把握を行った。 
【保健医療学部】 
（a）完成年度以降の新カリキュラムに向けた検討を行った。 
４）優れた授業の実践 
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（a）優れた授業を実践するために、以下の４点をテーマとする研修と授業評価による授業改

善の試みを推奨し進めてきた。 
・新任教員研修の充実 （FD研修Ⅰ） 
・実務家教員対象FDの検討と実施 （FD研修Ⅱ） 
・ティーチング・ポートフォリオの充実を含む授業改善の検討と実践 （FD研修Ⅲ） 
・Fder（Faculty Developer）の育成 
・授業評価指標の再検討と再構築 
特に、今年度は、「おおいた地域連携プラットフォーム」と連携し、新任教員研修を充

実させることを試みた。 
（b）これまでに構築してきた新任教員研修プログラムを基礎としたうえで、実務家教員対象

のFD研修の検討を行い、実務家教員によるFD協議会の企画を進めた。 
（c）各教員によるティーチング・ポートフォリオ活動を充実させ、提出率と内容を高めるた

めの方策を検討した。 
（d）授業評価指標の再検討と再構築を行い、長期的な視点からの優れた授業を評価する指標

の作成をめざしており、協議検討している。 
５）リメディアル教育の質的向上 
（a）入学前教育（ラインズドリル等）による基礎学力の底上げを行った。 
（b）プレースメントテスト（日本語、数学）による基礎学力の確認を行った。国語について

は、入学時より底上げされた学生が多く確認できた。 
（c）今年度入学生の基礎学力の状況を踏まえた、基礎学力講座（国語、数学）のクラス分け

による効果的な教育を実施し、成果を得た。 
６）教職課程の充実 
（a）キャンパスリニューアル構想に伴い９月に教職支援室を１号館へ移転し、以前より広い

スペースでの学生支援が可能となった。 
② 多様な地域連携の推進 
１）社会連携活動の強化 
（a）「おおいた地域連携プラットフォーム おおいた地域高等教育活性化中長期計画2023－

日本文理大学版－」に基づき、計画を実施した。 
２）保護者、卒業生等との連携 
（a）各ホームページ（後援会・校友会)リニューアルに向けた準備。 
（b）SNSアカウント設置および運用スタート（後援会_Facebook／校友会_Instagram）。 
（c）保護者満足度調査の実施に向けた検討。 
３）生涯教育・社会人教育の推進 
（a）産学官連携講座をAI、エネルギーをテーマにホルトホールにて４回開催。 
４）初等、中等教育機関との連携 
（a）初等、中等教育機関との連携を図るため、イベントを行った。 

③ 学生支援サービスの充実と発展 
１）学生支援策の検証と新たな方策 
（a）「学習・生活実態調査」の学生サポート体制についての項目でサポートに満足していない

学生は、就職支援、学生相談、経済的（奨学金）サポート、資格サポートが上位にあり、

特に学生相談、経済的（奨学金）サポートへの対策に課題があることを確認した。 
（b）「学習・生活実態調査」等アンケートの個別意見では、PC教室、Wi-Fi環境、トイレ、駐

車場・駐輪場などの施設の改善に関する改善要望が多いことを確認した。 
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２）退学防止対策の強化（相談室、奨学金、個別健康相談等の見直し） 
（a）令和７年１月31日時点において、３学部ともに退学率が目標値を下回る良好な状況が確

認された。 
（b）入学年度別（2018年度入学者～2020年度入学者）の卒業率を調査・分析した。 
（c）継続して行っている単年度の退学者分析でも初期型が半数を占めており、次いで失速型、

突発型の傾向に変わりはないことを確認した。 
（d）大学ランキングの今年度掲載分で退学率が改善している大学を抽出し、離学者対応につ

いてどう対応しているかを確認した。 
３）国外派遣者数の拡大 
（a）2024年度は、ELA、仁徳で実施した。 
（b）台湾長榮大学の開拓については調整中。 
４）多様な背景を持った学生の学修の継続や修学支援 
（a）これまで実施している合理的配慮の状況を確認し、授業中の座席や退出への配慮事項が

多いことを確認した。 
（b）多様な学生への支援策の検証および課題の洗い出しを実施した。 
（c）「学習・生活実態調査」の学生サポート体制についての項目を検証及び課題の洗い出しを

行った。 
５）各センター等の発展と向上 
【人間力育成センター】 
（a）フローチャートの作成進度確認 
（b）学生同行の外部連携協議 
（c）学生ニーズ調査実施 
（d）外部ニーズ調査口頭調査実施 
【教育推進センター】 
（a）入学前教育（ラインズドリル等）による基礎学力の底上げを行った。 
（b）プレースメントテスト（日本語、数学）による基礎学力の確認を行った。国語について

は、入学時より底上げされた学生が多く確認できた。 
（c）今年度入学生の基礎学力の状況を踏まえた、基礎学力講座（国語・数学）のクラス分け

による効果的な教育を実施し、成果を得た。 
【図書館】 
（a）利用状況把握のためにアンケートを実施した。また、利用者の要望などが図書館に届く

「図書館メッセージBOX」のQRコードを作成し座席に設置した。 

（b）図書館のGoogle Classroomを活用し定期的な情報発信を継続して行った。情報発信の手

段として、他部署にも関連書籍の利用紹介を行った。 

（c）自宅からでも利用可能な各電子書籍の利用促進としてミニマニュアルを作成した。また、

英語学習用の電子書籍は教員に選書協力してもらい学生の学習用として実用的な書籍導

入を行った。 

（d）さらなる利用率と満足度向上のために開架、閉架スペースごとの利用率調査を実施した。 

【ものづくりセンター】 

（a）センターの既存機器について、整備の可否を確認し、次年度以降の運用に向けた検討を

行った。今後導入する機器は、メンテナンスが可能なものを選定基準とし、長期的な運用

方針を定めた。 

（b）ものづくりセンターで使用する機器に関して、学外での使用、特に小中学生などのもの
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づくり体験を行うことを目標として、小学校におけるものづくり教室を行った。 

【進路開発センター】 

（a）学生との円滑なコミュニケーションが進路開発センターの利用促進につながることから、

求人情報の配信や面談予約を一元管理できる「就活サポートサイト」や、就職活動専用の

「LINE」公式アカウントを活用し、情報提供と個別相談の両面で対応できる体制を整備

した。 

（b）センターの充実を図るため、就職活動の進捗把握と、ニーズ調査を目的としたアンケー

トも定期的に行った。 

（c）就職活動におけるAI活用の急速な広がりを受け、スタッフは研修の受講や情報収集を通

じて、AIに関する知見の習得とスキル向上に努めた。 

【教務・学生支援担当】 
（a）窓口業務の改善として、よくある質問集の作成を行いつつ、合わせて学生からの問い合

わせに場所や時間を問わず対応するため、簡易チャットボットの導入を検討した。 
（b）一部の様式については電子化を行い、学修支援システム（ユニパ）を利用したオンライ

ン申請システムの導入に向けた取り組み準備を進め、学生の利便性向上と事務処理の効

率化を図るための取り組みを進めている。 
（c）学生の窓口利用に関する実態把握及び学生の利用満足度向上を図るうえでの指数とする

ためアンケート調査を行った。今回のアンケート集計結果を基準指標とし、定期的に調査

を行い、今後の改善策を検討する。 
【国際交流室・別科事務】 
（a）日本語能力試験N2以上の受験者数の増加を図った。 
（b）留学生ガイドブックを更新して、新入生オリエンテーションで配布している。 
（c）一時帰国届や届出事項の簡素化の検討 
（d）国際交流ポイントの活用、留学生表彰を検討 
（e）SNS等を利用した連絡網の構築と活用、出席率のチェックと面談指導 
（f）学生満足度調査アンケート実施 

 
（４）研究活動  

① 社会が抱える課題解決につながる、学部にとらわれない研究 
１）本学の強みを生かした研究分野の開拓の支援 
（a）本学の強みの基となる研究シーズと地域を熟知したうえでの課題解決が図れる提案力の

活用を促進させるための支援を執り行う。 
（b）研究シーズについては各学部の教員が研究している主体分野 の洗い出しと整理により

改めて潜在的強みの把握を行う必要があるため、これらの情報収集についての方策およ

びデータベース化の検討に着手した。 
（c）一方で、地域とのこれまでにおける協働/連携をさらに進めて地域の課題収集を図るべ

く、県内の産業支援関連組織との交流を深めて本学のシーズや活用設備についての情報

発信も鋭意継続している。 

（d）本年度は特に県産業創造機構の年次総会の開催を本学で受け入れ、保健医療学科と機械

電気工学科の保有設備の視察も合わせて実施した。 
２）学部横断型研究の推進、支援体制の構築 
（a）他学部で行われている研究の学内相互理解を促して横断型研究創出の接点を見出す機会

を提供すると共に、社会情勢等から今後注目されそうな融合研究ジャンルの動向を収集
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し学部および研究所への情報提供を進める。 
（b）学内研究の実態状況提供ついては前１）項で構築できたデータベーからの情報を各学部

/研究所に通知する予定であり、学環取り組み体制の一環として定期的な学科間横通しの

場が持たれ横断型研究の協議も含まれる想定であれば、それらに合わせた更新によって

活用ができるようにも考慮する。 

３）高度な研究への取り組み 
【大学院】 
（a）大学院担当教員による論文の掲載（公開）数は、査読の有無を問わず集計した結果、一

定数の成果が見られた。 
【マイクロ流体技術研究所】 

（a）年初における研究計画及び年度末における成果報告取りまとめと研究所内における共有 
（b）研究所構成人員変更に伴う全体方針見直しおよび成果に関する効率的な公開方法に関す

る議論 
４）外部資金獲得のための支援強化 
（a）地域にとどまらず広範囲からの受託/共同/奨学研究が得られるよう学内シーズと学外ニ

ーズのマッチングを組織的に展開することでの支援を行い、外部資金の増収に繋げる。 
（b）本年度は、 「IQUESTECH （アイクエステック） （九州工業大学にて整備されたAIを用い

たマッチング支援システム）に参入し、比較的規模が大きい国内のシステム参入企業が

本学教員の研究情報にアクセス出来る機会を増やす支援強化を行った。今後さらなる登

録データの充実を図っていく。 
（c）外部資金受入額は新任実務家教員に前所属企業からの特別補填があったため、これを除

くと成果指標をやや上回る額とみなされる。 
５）科学研究費等の採択件数の増加 

（a）科研費の採択件数は学術/研究面での指標として見られることもあるため、教員の積極的

な応募と採択率の向上につながる側面支援を行う。 
（b）これまでに引き続き、科研費獲得セミナー等の紹介・斡旋に取り組んできた結果、当該

年度の交付件数／教員数は成果指標を上回る良好な実績となった。 
（c）さらなる方策としては申請書の相互査読や定期的な教員の研究内容紹介の場設定も考え

られるが、研究遂行にあたっては政府から新たに要請されてきている研究インテグリテ

ィ、経済安全保障（先端技術情報流出）への配慮も望まれるところとなってきており、従

来の研究倫理、知財管理に織り込んで学内展開を進める。 
 

（５）就職活動  
① 就職活動支援策の強化 
（a）就職活動の早期化を背景に、１・２年生に対する就職プログラムの提供を通じ、段階的

に就業意識を醸成していく重要性は高まっている。そのため、２年生に対しては、前期「社

会参画応用」や後期オリエンテーションでの「就職ガイダンス」、１年生に対しては、入

学した４月～７月にかけて「就職プログラム」を実施し、インターシップ参加の意義や情

報収集の方法などを周知した。また、３年生に対しては前期「就職講座」および後期「就

職実践講座」の正課科目を通じて、就職活動に必要な考え方や知識を身につけ、就職試験

対策を行った。 
（b）講座に関連して、学内企業セミナーや全３年生対象の個別面談及び集団模擬面接、SPI
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対策講座などを実施し、就職内定率の向上に努め、上場・大手・中堅企業への就職内定率

は目標を超えることができた。 
（c）一方で、学生たちの就業意識の多様化が進むとともに、業界・企業の変化も急速である

ことから、業界研究・勉強会や意識レベルに合わせたサポートプログラムの充実が求め

られているものの、十分な取り組みに至っていない。 
（d）今年度より就職委員会を定例化し、各学科の就職状況を共有しつつ、その改善策を検討

する場を設け、就職サポート体制の強化を図った。 
 
（６）広報・学生募集活動  

① 志願者の安定的確保と広報戦略 
１）競合校と比較し志願者増となる取組み 
【機械電気工学科】 
（a）「機械と電気を学べ、研究成果を上げている。また学生主体の課外活動が盛んである」と

いう長所を広く知ってもらうべく、情報発信を行っていく。 
【建築学科】 
（a）熱意ある教員による良好な教育環境のもと、地域特性を活かした学びが展開されており、

学生の満足度も高く、卒業生も各分野で活躍している。今後は、教員・学生の活動をさら

に活性化させ、産学連携の取り組みを一層充実させていくことが期待される。地域創生に

貢献する人材の育成に向けて、全教職員が一体となって取り組んでいくことが重要であ

る。 
【航空宇宙工学科】 
（a）オープンキャンパスでは、３コースに共通する領域として、基礎的な力学（物理・理科）

を重点的に説明し、本学ならではの学びの特長を伝えている。今後も教育内容の充実を図

り、より実践的かつ体系的な学習環境を提供していく。 
【情報メディア学科】 
（a）本学科の強みは、多様な専門コースを有し、学生が自身の興味やキャリア目標に応じて

柔軟に選択できる点にある。さらに、独自のキャリア教育により、幅広い進路選択が可能

となっている。外部環境においては、情報分野の発展と需要の拡大が大きな機会であり、

これを追い風として、学科の強みを積極的に発信しつつ、専門性のさらなる向上と新たな

研究領域の開拓を進めていく。 
【経営経済学科】 
（a）重点的な高校訪問活動の実施 

・県内の高校を対象に、本学独自の強みを訴求する訪問活動を展開した。 
・「地域連携教育」と「実践的カリキュラム」を前面に打ち出し、県内他校との明確な差

別化ポイントを強調した。 
・特に、進路選択に大きな影響を与える時期に集中的なアプローチを行い、効果的な情報

提供を行った。 
・各高校には、「経営と経済の両面学習」や「地元企業との強いネットワーク」といった

本学ならではの魅力を具体的に示したオリジナルチラシを配布し、興味関心を喚起し

た。 
（b）オープンキャンパスの改革 

・従来の教員主体の説明中心の形式から、学生が主体となって企画・運営する交流型プロ

グラムへと大きく転換した。 
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・キャンパスツアーや「NBUカフェ」といった、在学生と高校生が直接対話できる交流

イベントを 充実させた。 
・上記より、本学の学生の雰囲気や大学生活のリアルな姿を体験できる機会を創出した。 
・結果として、「学生と教員の距離が近い」という、本学独自の強みを確立できた。 
・高校訪問やオープンキャンパスでの直接的なコミュニケーション、学生主体の活動を通

じて、経営経済学科の魅力を効果的に発信できた。 
【保健医療学科】 
（a）入学生出身校等への教員とアドミッション職員による訪問を行った。学部教育内容の特

徴（資格取得指導等）や専門学校と大学の違いとメリットを中心に説明を行った。 
２）募集対象校への効果的なアプローチ方法の検討 
（a）オープンキャンパスは、３月以降９月まで開催。受験生の志望校決定時期が早期化し、

高校１・２年生の参加も増加した。 

（b）非接触型の学生募集としては、既存学部・新学部とも競合大学をリターゲティングした

Web広告や受験情報ポータルサイト利用者を志望学問系統・偏差値・居住地などでセグメ

ントしたバナー広告などを活用した。近年の志望校決定のプロセスは大きく変化してき

ており、高校訪問のタイミング、初期段階の認知時期、動画やSNSの活用など新しい学生

募集活動へ転換を図っている。 

３）広報戦略の立案 
（a）広報戦略立案に向けた、現状把握のための学生対象ヒアリングを実施 
（b）キャンパスリニューアル計画の広報に向けたロゴ／クリエイティブの制作着手 
（c）WEB広告の実施／検証 
４）戦略的な留学生の獲得 
【国際交流室】 
（a）海外協定先 ネパールを検討 
（b）国内協定先 未実施 
【別科日本語課程】 
（a）前期にネパール、後期にはスリランカからの学生受け入れを開始。 
（b）認定日本語教育機関申請に向けた対応として収容定員の変更に着手。 
 

（７）その他  
① セグメント別収支状況における課題への取組み（学部・学科改組） 
１）社会のニーズに沿った学科改組、コース改編の検討 
（a）これからの社会的、経済的変化を踏まえ、時代を担う専門人材の輩出や多様性確保等の

役割を果し、高等教育の中核基盤として社会ニーズに応えるため、工学部及び経営経済

学部の改組等並びに学部等連係課程の設置に向け、検討を進めている。 
２）教育カリキュラムの見直し 
（a）学生の成長を可視化する指標及び評価方法、教育方法の検討を進めている。 
３）強化スポーツ関係費の適正化 
（a）Giving Campaignを通じて各サークルによる寄付金ならびにステークホルダーとなりう

る応援者の情報を取得することが出来た。また、スポーツによる外部資金獲得WGの立ち

上げを行った。 
② 教職員人事計画 
１）学科別教員人事計画の立案 
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（a）適正な教員数とST比については令和８年度実施に向けて検討。 
（b）クロスアポイントメント制度の導入を検討。 
（c）基幹教員制度の導入は令和８年度より実施に向けて検討。 
２）全体、部署別職員人事計画の立案 
（a）実施計画記載の指標について、検討した。 
③ 効率的な事務運営・管理体制 
１）事務運営・管理体制の効率化 

ガバナンスの点検及び業務の効率化を図るため、各委員会の運営状況及び規程の確認、委

員会メンバー、会議体の現状の把握を実施した。 
２）DX体制の確立 
（a）DX体制の確立のためにチェック項目を作成し、達成した項目を確認した。 
（b）法人カード導入のためのプロジェクトチームを発足。今後大学のDX体制の確立のためプ

ロジェクトチームを随時発足する。 
（c）教育・研修については全職員対象のDXリテラシーテストを６月に、DX推進人財研修(初

級)を希望者に実施。 
（d）DXを推進していくためのインフラの課題整理や、情報処理規定の情報集を実施。 
３）DXシステムの導入に伴う経費削減 
（a）DXシステムを導入することで経費削減効果の可視化をするためにKPIを「時間」に設定

それに基づき今年度は基準データの収集を実施。その収集はDX推進室で構築した「業務

記録システム」を使用。またグループウェアの事前検証とDX推進室事業計画の策定と見

直しを実施。 
４）リスクマネジメント体制の確立 
（a）防災備蓄品については2023年度に引き続き、追加整備した。 
④ 中長期的な施設整備計画 

１）魅力あるキャンパス計画 
（a）個別構想の協議体制づくりを進めている。 
（b）計画に伴い環境改善（稼働率の向上＊ロス解消）に繋げる。 
（c）16号館の耐震改修（補強）および老朽改修が完了。 
⑤ 学生納付金以外の収入の確保、経費削減 
１）特待生制度の検証・見直し 
（a）本学のブランドを保証する特待生としての継続基準及び成果を検証することにより、地

域・社会へ貢献することのできる専門人材を輩出し、教育理念の具現化を進めている。 
２）積極的な補助金獲得 
（a）安定的な改革と成果の向上を図るため、「一般補助経常費補助金」については、補助率向

上を目指し、「教育の質にかかわる客観的指標調査票」の設問に適切に対応し、教育の質

を継続的に保証していき、特別補助「改革総合支援事業」については、補助金への採択を

目指し、主に「タイプ１：特色ある教育の展開」および「タイプ３：プラットフォーム型」

に挑戦することにより、教学改革を推進し、特色ある大学として認定された。 
３）積極的な寄付金獲得 
（a）新たな取り組みとして、特別スポーツ振興事務担当との共同で、「Giving Campaign 2024」

に参画し、新たな切り口を発見できた。 
（b）来年度よりサイトからの寄付金申込システムのリニューアルを実施した。支払方法がク

レジットカードからコンビニ支払やPay-easy等の方法を追加や寄付先の使途の多様化な
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ど、寄付していただく方の選択肢を増やして、寄付金獲得を進めていく。 
４）新たな収入源となる取り組み 
（a）地方私立大学の役割を安定的・継続的に果たすことができるように、新たな収入源とな

りえる取り組みについて、検討を進めている。 
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２．日本文理大学附属高等学校 
 
（１）教育活動  

① 教務部門 
１）年度計画 
（a）基礎学力の定着については、ラインズドリルを用いて実施した。来年度はリクルート社

のスタディサプリに変更し、個々の学力向上を目的とする。 
（b）基礎定着については、授業時の小テスト及び定期考査等で確認した。 
（c）課題については、授業課題及び長期休暇で取り組んだ。 
２）基礎学力の向上・定着とそれに伴う実力考査及び観点別評価 
（a）授業への姿勢という事で授業前予鈴を行った。 
（b）全学年で観点別評価「主体的に学習に取り組む態度」に伴い、生徒の学習状況や教員の

授業改善（授業内容の見直し・評価方法など）に繋げることができた。 
（c）昨年度と同様に外部模試の実施時期を変更し、一年間の総まとめとして３学期に実施し

た（３年生は進路の関係で６月に実施）。 
（d）昨年度と同様に外部模試の実施時期を変更し、一年間の総まとめとして３学期に実施し

た。（３年生は進路の関係で６月に実施） 
（e）基礎学力向上会議と教科内会議の実施及び連携。 
３）研修への取り組み 
（a）若手教職員を中心に積極的に参加。特にファシリテーションやコーチング研修などの外

部研修に積極的に受講した。内容として生徒の問題行動に対しての解決方法の手法を身

につけることが出来た。 
４）業務のマニュアル化と校務システムの推進 
（a）業務分担化を明確化し、実践。毎月の教務委員会を定期開催。緊急を要する時は、その

都度会議を開き情報共有を徹底した。（「誰がその業務にあたってもできる」が基本）また、

ＰＤＣＡサイクルを徹底し、次年度に向けての効率化を行った。 
（b）教務内規の見直し及び次年度実践。 
（c）昨年度に引き続き、高校入試や定期考査で自動採点（スマーキー）のシステムを実践導

入。作業効率が格段に良くなったことと人的ミスがなくなった。 
（d）全教員にiPadの貸与を行い、校務システムの活用に着手。出欠状況の登録等を電子化す

ることにより、出席簿の費用削減及び集計作業の自動化を図り、教員の業務改善（軽減）

に寄与した。また、教室の大型モニター・電子黒板とタブレットを利用した授業を実施。 
（e）文部科学省のGIGAスクール構想に向けての一人一台端末（Chromebook）を用いた活動

が定着した。 
（f）教務組織のマニュアル作成に取り組んだ。 
② 生徒指導部門 
１）生徒指導の現状と課題 
（a）今年度の生徒指導処分の内容 
  ・スマートフォン不正使用、寮則違反、喫煙、飲酒、定期考査不正行為など 
（b）本校の生徒指導の課題 

・部活動を退部した生徒に対して関わりのある教員がもっと積極的に指導に携わる。 
・生徒指導に対する担任、学年団及び生徒指導部との連携。 
・教員間の生徒指導に対する共通認識と共通理解。 
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・心に関する生徒指導。 
２）学校運営方針に基づく基本的生活習慣の確立 

・例年評価の高い挨拶については継続して指導。 
・今の時代に合わせた校則見直しに関する内容の把握・理解。 

３）交通安全教育について 
・PTA生活委員会の保護者も参加しての月に１回の登校指導。 
・自転車通学生の並進走行や正しいヘルメットの着用。 
・交通安全指導（自転車点検、二重ロック点検等）の計画的な指導。 

４）いじめ防止アンケート調査の実施 
・各学期に生徒・保護者を対象に「いじめ」アンケート調査を実施し、学年団主導の個別

面談等の実施。 
・特に「いじめ」は学校運営上大きな問題でもあり、現在の体制では人員、内容ともに十

分とは言えない。人員を増やすなどの検討が必要。 
５）防災教育に対する取り組み 

・佐伯消防本部、佐伯市役所防災局危機管理課等と連携し、津波の発生を想定した避難訓

練の実施。 

６）その他 

 ・校則見直しを実施後の教員意識改革とともに今後も検討を重ねる必要があり、本校とし

ての柱を崩すことなく時代背景も取り入れながら、誰のための校則なのかをきちんと明

確にしていくことが大切である。 

③ 特別活動部門 
１）部活動の強化 
（a）レスリング部 

SAGA2024国民スポーツ大会で長峯 颯と飯田 暁斗が３位、義田 健真が５位であった。 
インターハイ、選抜大会など全国大会出場を果たし大分県高等学校体育連盟及びスポー

ツ協会表彰の優秀賞の表彰を多くの部員が受けた。 

（b）サッカー部 
強化の一環で取り組んでいるフットサルにおいて九州大会の出場権を獲得した。 

（c）華道部 
全国総合文化祭が岐阜県で開催され３名の生徒が出場した。 

（d）吹奏楽部 
マーチングステージ全国大会が神奈川県で開催され銀賞を受賞した。これにともなう大

分県高文連表彰も受けた。 
（e）チアリーディング部 

全国私学教育研究大会が大分開催された際、オープニングアクトとして、iichikoグラン

シアタのステージで演技を披露した。 
（f）高大連携 

強化部による合同練習や指導を受けるなどの連携を行った。 
附属高校から日本文理大学への進学は43名。うち強化部からの進学者は14名であった。 

２）生徒募集 

菅奨学生選抜試験において46名の生徒を獲得した。 
一昨年度より導入の総合選抜試験において一般部活動生26名を獲得した。 
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３）学校行事 

汐風祭では、上浦振興局と連携し瀬会海岸の清掃活動も事前に実施し、地域との連携にも

繋げることができた。 
体育大会では、一昨年よりコロナ以前にプログラム（内容･時間）を戻し実施した。保護

者観覧に関しても通常観覧に戻し多くの保護者が来校した。 
学園と連携し「一木祭」にダンス･チア・吹奏楽の部活生のみならず、ブースの生徒も参

加し学園内連携を図った。 
文理祭では、コロナ禍で採用した会場を分散させる開催の内容を生かし、観覧などに対し

て生徒の自由度を持たせた開催ができた。また、保護者観覧や模擬店利用など制限を無く

し多くの保護者に満足いただいた。 
秋のオープンスクールでは文理祭プログラムの中で良かったものを本校生徒の活動の一

環として披露し、中学生やその保護者に好評を得た。 

４）地域貢献 

チアリーディング、ダンス、華道、吹奏楽、軽音楽の各部がイベントやステージに出演を

果たした。また、吹奏楽部は造船所からの依頼を受け、進水式演奏を行った。 
毎年恒例となったボランティア委員による独居老人へのお餅やお菓子の配布を実施した。 
一人暮らしのお年寄とのコミュニケーションをはかりながら、老人を対象とした詐欺へ

の注意喚起なども行った。 
地域過疎化による若手不足の問題にレスリング部が協力し、佐伯市のシンボルのひとつ

で、上浦の名所となっている「豊後二見ヶ浦」の夫婦岩を結ぶ大しめ縄の作成や架け替え

のボランティア活動への参加し地域貢献に努めた。 

④ 普通科部門 
１）特別進学コース 
（a）０限課題を実施し学力の底上げを図った。（１学期55回、２学期57回、３学期24回） 
（b）長期休暇中及び土曜補習により、継続的な学習支援を行った。（夏季９日、冬季４日、

春季３日、土曜11日） 
（c）年間を通じて対外模試を21回実施し、学力の定着と進路意識の向上に寄与した。（１年

生４回、２年生５回、３年生12回）） 
（d）各種検定にも積極的に取り組み、多くの取得実績を上げた。（英検21名、漢検３名、数

検５名、論理検10名） 
（e）平日19時、土曜日は17時まで、学習時間確保と自学主管の定着のため教室開放を実施

した。 
（f）希望者には各教科で個別添削を実施し、進学実績や成績向上の一助となった。 
（g）推薦入試等の受験者に対し、小論文や面接対策に取り組み合格実績につながった。 
（h）卒業生19名中14名が広島、熊本、大分、宮崎などの国公立大学に合格を果たした。 
（i）コース集会、進学講演会、進学ガイダンスを開催し、生徒の進路意識を喚起した。 
（j）理系進路選択支援プログラムにより、理系分野への興味関心を育成した。 
（k）探究の時間を利用して進路学習の充実を図り、自発的な進路探究の姿勢を醸成した。 
（l）受験報告会を実施し、在校生への具体的な学びと動機づけを強化した。 
（m）大学入試検討会を2回開催し、生徒の志望実現に向けた支援を強化した。 
（n）模試分析会を年２回開催。教員間の連携・指導力向上に取り組んだ。 
（o）進路だよりを年間11回発行し、家庭と連携した進学支援体制を構築した。 
２）進学コース 
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（a）０限目の課題作成・個別添削指導を実施し、基礎学力の向上と応用力の養成を図った。 
（b）夏季補習を実施し、補充的な問題や大学入試問題等に取り組ませる等学力向上に努めた。 
（c）対外模試実施後、校内反省会及び進学審査会を年３回開催し、指導方法の改善、教員同

士の意識の向上を図った。 
（d）「Google Classroom」を利用して、課題等に取り組ませるなど、ICT機器を活用した学習

環境の整備を行なった。 
（e）校務システムBLENDの機能を利用し、考査前の学習時間調査を行い、学習活動への取

り組みの意識づけを行った。 
（f）英語検定、漢字検定など各種検定への取り組みを強化し、生徒の学力向上、学習意欲の向上

に努めた。 
（g）夏季、冬季、春季に自学自習のための自主登校日を設定し、受験に対する学習環境を整

えた。 
（h）合同進学ガイダンスに１、２年全員参加させることにより進路意識を涵養した。また、

２年生は本年度より他コースとともに日本文理大学のオープンキャンパスに参加し、進

学意欲の高揚を図った。 

（i）系列校への進学を促し、進学者が増加した。(経営経済学部：３名 工学部：１名 保健

医療学部：４名) 
（j）国公立大学へ４名の生徒が合格を果たした。（山口、宮崎、北九州市立、高知工科大） 
３）キャリアデザインコース 
（a）基礎力の定着として各種検定試験の受験を推奨した。結果として英検準１級の受験者が

表れるといった成果が見られた。また、多くの生徒が英検準２級や２級にも挑戦し合格

を獲得した。 
（b）専門能力の獲得として、商業の科目を履修したことで幅広い社会の見聞を獲得させるこ

とができた。具体的には、実在する企業の財務諸表を用いた経営分析を行い、課題解決を

周囲と協働で取り組む授業などを実施した。また、資格・検定試験へも意欲的に取り組む

生徒が多かった。その結果、以下のような結果となった。 
    

検定名 １級 ２級 ３級 
日商簿記検定  4 13 
全商簿記検定 2 6 10 
全商ビジネス計算検定 1 26 15 
全商ビジネス文書検定 1 3  
全商情報処理検定   13 
全商商業経済検定 1(2級と同時認定)  

※ 上記検定のうち、全商情報処理検定は本学パソコン教室の設備更新により本学での

受験ができるようになった新検定である。 
（c）出口戦略の構築に取り組み、就職と進学の両方にそれぞれ力を入れた。 
（d）進学においては、日本文理大学をはじめ、九州地区の大学、短期大学、専門学校に進学

した。特に、本年度は福岡大学経済学部を志した生徒が表れ、コースとしてよりミクロ経

済学やマクロ経済学を中心とした専門的な小論文指導を行った。商業の資格を活用し進

学する生徒は本年度いなかった。 
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（e）就職において、公務員の道にすすむ生徒が目立った。国家公務員税務職、大分県庁、佐

伯市役所などの合格者を輩出した。一般就職では、日商簿記２級を取得した生徒が豊和

銀行の内定を得るなどし、その効果が大きかったと考えられる。また、「サンリオ」にキ

ャストとして就職する生徒や「ユニバーサル・スタジオ・ジャパン」にも合格する生徒も

現れ、自身の進路を総合的に考える「キャリアデザインコース」ならではの進路先である

と考える。 
４）ソーシャルコミュニケーションコース 
（a）３年生は、「探究の時間」にて、『災害フォーラム2024市民企画講座』にて発表をした。 

介護実習・手話学習については、聴覚障碍者との交流を図った。課題研究として、佐伯

支援学校（高等部）との交流教育を２回実施した。また、オレンジウォーク（認知症サポ

ート啓発活動）にも参加した。 

（b）２年生は、「総合的な探究の時間」にて、昨年度から引き続き近隣のこども園の避難訓練

のコーディネートを２回実施した。また、引き続き職場体験を実施した。課題研究とし

て、パネルシアターの制作と12回の公演、職人による寿司作り体験学習、佐伯市防災危

機管理課主催の「防災ハッカソン」を開催し地域防災課題に挑戦をした。また、ボランテ

ィアとして、渡町台ふれあい祭りでは、パネルシアター公演を実施した。 

（c）１年生は、「総合的な探究の時間」にて、佐伯広域森林組合の事業を通して林業の必要性

を学ばせた。 
⑤ 専門科部門 
１）情報技術科ICTイノベーションコース 
（a）教育ICT化推進 

・ 生徒タブレット、Google Education活用 
・ IT国家試験受験合格（ITパス受験６名合格） 
・ 実用アプリ作成広報（生徒会選挙他） 

（b）知財教育推進 
・ 大分県発明くふう展（教育庁賞）、全日本学生児童発明くふう展入選、全日本情報教育

コンクールに入選。 
・ 出前授業、広報活動（県発明協会他） 

（c）系列校進学（日本文理大学13名） 
２）情報技術科デジタルクリエーションコース 

（a）生徒用PC(Chromebook)を活用し授業を展開した。 
（b）工業技術基礎や学校設定科目である情報技術や実習といった専門科目の中でコースの基

礎を学ぶことができた。 
（c）２年生は、増えつつあるデジタル工作機器を活用し、より実践的なものに触れることが

できた。 
（d）２、３月に職場見学、進路ガイダンスに参加し、将来について考えさせることができた。 
（e）オープンスクールでは、デジタル工作機器を活用し中学生にアピールすることができた。

また、興味を持ってもらえるテーマ設定をし、昨年度より参加者を増やすこともできた。 
３）機械科機械コース 

   （a）機械科最後の年として、３年生全員が就職・進学の内定又は合格の成果を修めることが

できた。 
（b）各種資格取得に積極的に取り組み、３年生は進路選択の材料の１つとすることができた。

また、進路先での活用に期待する。 
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（c）実習ではCAD時間を増やす等、各科目を工夫しこれまで以上の知識・技術を身につけた。 
 

（２） 広報・生徒募集活動  
① 普通科部門 
１）特別進学コース 
（a）少子化が急速に進む中にあっても、積極的な広報活動を行い、高校全体の生徒募集に貢

献した。 
（b）中学生対象土曜セミナーを実施、86名の申込者をのうち40名が本校へ入学し、高い歩留

まり率を達成した。 
（c）入試後の合格者説明会(２回)を通じて、生徒や保護者との面談を生徒獲得につながった。 
（d）オープンスクールでは教科別授業（国・数・英・理）を展開し、特進コースの強みと学

習環境を明確に打ち出した。 
（e）ターゲット層のニーズに合わせたアプローチを徹底し、地域内での“選ばれる学校”とし

ての認知拡大に努めた。 
２）進学コース 
   進学コースの生徒募集は、特別進学コースとの違いを明確にし、「特別進学コースが目指

せないから進学コースへ」ではなく、進学コースを第一に選んでもらえる募集を目標とし

た。コースの特色となる「ワンランク上の進路実現」を新たに前面に押し出しコース説明

等を心がけたが、本年度のコース入学者は２２名と前年度の２７名を下回り、３年連続で

減少する結果となった。少子化により県立高校の定員も減少するなかで、鶴城高校への進

学層と大きく被る部分ではあるが、本コースの受験者数は最も多く生徒の募集に期待が持

てるコースである。前年度同様、中学生に関心を持ってもらえる内容を継続的に考案し、

実践していく必要がある。 
（a）オープンスクールでの体験授業。楽しいだけではなく、実践的な授業内容の実施。 
（b）合格者説明会での説明に使用する資料の作成。 
（c）合格者説明会での進学コースの紹介、個別面談の実施。 
（d）教員が魅力をわかりやすく伝えることを目的に説明会を実施した。アンケートでも反応

も良かったが、より生徒をひきつけるやり方を検討すべきであった。 
（e）部活動の顧問との連携による中学校訪問を実施した。 
３）普通科キャリアデザインコース 
（a）オープンスクールでは、中高生の話題となっていた漫画を題材とした授業を行うといっ

たトレンドを意識したものを実施した。その結果、多くの生徒の興味をひくものとなった。 
（b）オータムセミナーを実施し、本コースを知ってもらう機会を設けることができた。この

セミナーは２教室に分けなければならないほどの参加希望があり十分な成果だったとい

える。 
（c）合格者説明会では、専願になっていない生徒と面談を行った。特に後期では、対象の全

生徒と面談を行うことができた。その結果、２名の生徒獲得につながったものの定員の充

足には至らなかった。原因として、今回はどの進路にも偏らないように説明を行ったが、

以前までは公務員に大きく振った募集を行っていたため、その差が原因であると考える。

次年度以降、どのような方針で進めていくか検討する必要がある。 
４）普通科ソーシャルコミュニケーションコース 

・パネルシアター活動の報道として、CATV佐伯に出演した。 
・職業理解の広報として、NHK、CATV佐伯、大分合同新聞にて体験学習を取り上げて 
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もらった。 

② 専門科部門 

１）情報技術科ICTイノベーションコース 
（a）外部出前授業実施広報 
    ・ ユニクロ難民支援、県発明協会、自衛隊 
  ・ ボランティア（うつくし活動 他） 
（b）出前授業実施 
    ・ 県職能キッズワーク（機器貸出）、環境イベント 他 
（c）ｅスポーツクラブ活動 

・ 大会参加、イベント参加 他 
・ メディア広報 

（d）その他 
・ NIE、新聞投稿 
・ 行事 Live配信等実施 

２）情報技術科デジタルクリエーションコース 
 （a）オープンスクールにおいて、レーザー加工機を使用した「キーホルダー製作体験」や「オ

リジナルデザインコースター製作体験」を実施、例年に比べ、約３倍の申し込みがあった。

また、女子生徒の比率が上昇した。 
（b）SNS活用として、「でじラボ」を発足し、日々の製作活動の様子や、地域での「レーザ

ー加工機体験」「ワークショップ」「作品販売」の様子を投稿した。 
（c）パンフレット制作として、加工機などの機材が増えたことや、地域イベントへの参加に

よって、パンフレットの素材が多く集まり、例年に比べ魅力的なパンフレット制作が可能

になった。 
③ 中高連絡・生徒募集部門 
１）入学試験結果 
（a）令和７年度の入学生は、166名で、令和４年度以来に定員(165名)を超えることができた。

内訳は、菅奨学生47名（前年比＋９名）、総合選抜26名（前年比△13名）、学力試験93名（昨

年より＋10名）であった。（定員充足率100.6％） 
（b）学科及びコース別にみると、特進13名、進学22名、キャリアデザイン25名、ソーシャル

コミュニケーション35名、ICTイノベーション36名、デジタルクリエーション35名。結果、

情報技術科の入学生が昨年より21名増えた。対して、普通科が12名減であった。 
２）佐伯市内の募集活動について 
（a）今年度の佐伯市内の中学３年生は、昨年より24名減り488名。そのうちの348名が本校を

受験し、110名が入学している。入学率は、31.6％で、昨年より8.9％増えている。今年に

おいては佐伯市の中学生の22.5％が本校を選んでいることになる。 
（b）今年度も佐伯市内の中学校と情報交換をこまめに行い、中高連絡会や夏や秋のオープン

スクールの各行事を教職員には迷惑をかけたがその協力のおかげで、一番良い日程で実施・

計画することができた。 
（c）特に夏のオープンスクールは、例年のスタイルから中学生が自由にコースや部活動を体

験・見学できる形式にして、当日参加した中学生は、思い思いに校内を散策できるように

した。ただし、反省する点もあり、次年度以降改善に努めたい。 
３）佐伯市外からの募集活動について 
（a）津久見からの入学は受験生23名中３名。臼杵５校からの入学は受験生36名中22名。臼杵
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の２名を除く20名は専願生であった。昨今囲い込みを行なっている臼杵地区からのこの成

果は大きいと考えている。 
（b）佐伯、津久見、臼杵以外の県内入学生は11名で、県外の入学生は20名であった。また、

合計31名のうち１名を除いて、全て菅奨学生であった。 
 
（３） 進学・就職活動  

（a）進路の内訳 
表1 附属高校の進学率と就職率（R2～R6） 

  R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 
進学率 68.6% 74.3% 69.3% 73.2％ 76.7％ 
就職率 31.4% 25.7% 30.7% 26.8％ 23.3％ 

 
表2 附属高校の進学希望者の進学先割合（R2～R6） 

  R2年度 R3年度 R4年度 R5年度  R6年度 
大学 76.2% 66.4% 62.3% 64.4％ 60.4％ 

専門／専修 22.0% 32.9% 33.3% 32.5％ 36.1％ 
短大 1.4% 0.7% 4.7% 3.1％ 3.5％ 

    ※ 大学への進学率が過去５年で最低の割合。半面、専門学校や短大への進学率が右

肩上がりに高まっている。 
 
（b）今年度は、昨年以上に外部組織を活用しての「マナー講座」「職場見学」、そして学年問

わず「進路ガイダンス」を複数実施することができた。 
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３．日本文理大学医療専門学校 
 
（１）教育活動  

① 診療放射線学科 
１）個別指導 
（a）３年生の成績不良者には、長期休暇中も毎日の登校を義務付け課題の実施、確認テスト

を行った。知識の向上を図ることで成績に対しての不安材料を軽減させ退学者数を減ら

すことに努めた。結果、０名の退学者数で卒業式を迎えることができた。 
（b）多くの問題に触れるように、チャットツールにより多種多様な問題の配信を行った。 
（c）総合的に基礎学力を向上させるため、基礎的な内容の小テストを授業開始前に実施して

学力向上を図った。また、知識の到達度の把握を徹底させた。 
（d）模擬試験の成績不良者には、課外学習を義務付け、早期の学力向上を図った。 
（e）不得意科目の克服を目的に、授業時間外の学生指導を徹底した。 
（f）臨床実習前の４月に実践臨床画像学Ⅱという新たな科目を設置し、臨床実習を想定した

内容で実施し、技師としての知識・技術のみならず社会人として礼節を伝えた。 
２）国家試験合格率100％達成を目標に学生への支援体制を強化 
（a）国家試験合格率は、３年生85.7％(54/63)、聴講生66.7％(10/15)であった。 
（b）夏期休暇に放射線取扱主任者試験対策講座の時間割を立てて計画的に実施した。 
（c）国家試験への意識向上と不得意科目の克服を目的とした２泊３日の勉強合宿を９月に実

施した。 
（d）３年生には、国家試験対策として年７回の模擬試験を実施し、不得意科目の克服に向け

た指導にあたった。さらに直前にもう１回模擬試験を増やし、国家試験での時間配分など

の確認を行うようにした。また問題傾向の偏りを防ぐために企業による有料模試を導入し、

学習到達度を把握できるようにした。 
（e）全講義終了後、２月から国家試験直前対策講座を開講し、特に成績不良の学生には特別

講座を設け、最終的な詰めを行った。 
３）関連資格の取得 
（a）放射線取扱主任者試験受験において、３年生で２種は受験義務、１種は任意とした。 

合格率は第２種44％、第１種34.6％となった。 
４）その他 
（a）臨床実習先の実習指導の先生方に対し、実習内容の充実を図ることを目的とした担当者

会議及び意見交換会を対面で実施した。 
② 臨床検査学科 
１）個別指導 
（a）各教員が常に学生とのコミュニケーションを図り、模擬試験や定期試験後等に担任との

面談や保護者への連絡や、カウンセラーによる相談を加えて対応した。 
（b）成績不振者又は欠席の多い学生について、保護者への連絡および協力を仰ぎ、状況に応

じて保護者との面談を実施した。 

（c）学習習慣の定着及び不得意科目の克服のためにグループでの課外学習を促し、成績優秀

者や科目担当教員への質問を促すことで学力の向上に努めた。 

２）国家試験合格率100％達成を目標に、支援体制の強化 
（a）国家試験合格率は、３年生88.5％、聴講生75.0％であった。 
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（b）国家試験対策の一貫として９月に勉強合宿を実施し、国家試験への意識付けや連帯感を

培うことができた。 
（c）各団体主催による模擬試験を全９回実施し、受験後にWeb形式の自己分析を実施した。

次回模擬試験へ向けての課題や目標点数を掲げ、不得意科目の把握と克服に努めた。 
（d）課外学習を中心にグループ学習を取り入れた。定期的にメンバーを変更し、３年生と聴

講生が互いに教え合う雰囲気作りに努め、科目担当教員による個別指導を実施した。 
３）その他 
（a）国家試験不合格者に対する支援策として８名の聴講生が入学した。不得意科目の解消と

全般的な学力向上を図り、１０月以降は３年生と変わらぬ指導を徹底した結果、６名が合

格した。 
（b）感染症対策を徹底し、安心・安全に学べる環境を提供した。また、感染症対策を通じて

医療従事者になることへの意識が高まり、臨地実習期間を含めて感染症の蔓延を最小限

に留めることができた。 
（c）鹿児島県で開催された日臨技九州支部医学検査学会において、日臨技企画の学生フォー

ラムで３年生１名が発表を行った。 
③ 臨床工学科 
１）個別指導 
（a）クラス担任を中心に個別面談を実施し、学習の進め方の指導や生活改善指導を行った。 
（b）課題提出の遅れが目立つ学生に対しては、科目担当教員から担任へ連絡し、個人面談を

実施するとともに、保護者との連携を図り状況改善に努めた。 
（c）成績不振の学生には、学習を繰り返し反復させ自信をつけさせることに加え、興味を持

たせる内容の講義を心掛けるとともに、授業時間外に個別指導を行い、不得意科目の克服

に努めた。 
２）国家試験合格率100％を継続することを目標に、学生への支援体制を強化 
（a）国家試験合格率は、３年生93.7％、聴講生50％であった。 
（b）模擬試験（計10回）を実施した。分析シートを用いて不得意科目の把握及び改善を図る

ように指導を行い、学力の向上に努めた。 
（c）課外学習を充実させるため、科目担当教員による個別指導や少人数でのグループ学習を

行いやすい環境を整え、学力の向上及び成績の改善に努めた。 
（d）通常講義終了後も継続して国家試験直前対策講座を開講し、プリント実施、科目担当教

員による解説を繰り返すことで、成績及び不得意科目の改善に努めた。 
３）関連資格の取得 
（a）第２種ME技術実力検定試験の夏季補講を実施した。本試験結果は、３年生93.7％、聴講

生100％で、試験取得率は94.7％であり、夏期補講の成果が見られた結果となった。 
４）その他 
（a）３年次の学外実習では、全員が予定通りの期間で実習を終了することができた。学外実

習の様子を確認するため、中間登校日を設け、学生同士間での情報共有に努めた。 
 
（２）学科共通教育活動  

① 授業アンケートを実施し、学生からの意見を受け止め満足度5.0を目指した。 
【講義アンケート集計結果】 

 後期（％） 
満足度 

3年 
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診療放射線学科 73.8 後期：4.58 
臨床検査学科 76.9 後期：4.68 
臨床工学科 100 後期：4.44 

② 後援会による保護者への地域個人面談会をwebと対面のハイブリッド開催を実施し、保護者

との連携強化を図った。 
【集計結果】 
令和６年度参加合計58件（対面39件、WEB19件） 参加率54.2％（58/107）であった。 

③ 実習先との連携を図るため、担当者会議及び意見交換会を対面で開催した。 
④ 臨床実習の集大成である実習発表会を実施。実習施設の担当者からも多くの質問を受け、盛

況に終えることができた。 
⑤ 学校関係者評価委員会にて、自己評価の結果及びそれを踏まえた今後の改善方策について

外部委員とともに協議した。 
⑥ 専門学校校友会（卒業生）としては最後となる地域交流会を大分で開催した。 
⑦ リレーフォーライフジャパン大分にも８名の学生が参加した。学生会が企画したスポーツ

大会では学生45名の参加があった。 
⑧ 閉校となることから聴講生制度を見直し、また保健医療学部と連携を図りながら次年度に

向けての話合いを設けた。 
⑨ 学会への参加を積極的に行い、また３学科とも学生による学術大会での発表に向けての指

導を行った。 
 
（３）就職活動  

① 令和６年度の国家試験合格者における就職内定率は、診療放射線学科54名中40名（74％）、

臨床検査学科23名中20名（87％）、臨床工学科15名中14名（93％）全体で85％となった。 
国立大学病院、国公立病院、公的（日赤、済生会等）病院への就職者22名をはじめ、九州を

中心に私立病院に48名、企業(検査会社)と健診機関を合わせ4名の内定を得た。 
 
令和６年度就職状況報告（令和7年3月27日現在） 

  診療放射線学科 臨床検査学科 臨床工学科 全体 
合 計 54名 23名 15名 92名 
内定者 40名 20名 14名 72名 
内定率 74％ 87％ 93％ 85％ 

 
 

 
 
②各学科３年担任、副担任を中心とし、履歴書等の応募必要書類の添削や作成補助、模擬面接

による面接指導を行った。また学内のネット環境を利用したリモート面接の対応を行った。 
③ ３年生進路ガイダンスにて就職活動に関する全求人情報データを整理・分析し、資料を掲示

することで、視覚的にわかりやすい情報提供を行い就職活動の活性化を図った。 
④ 質の高い医療人として医療現場で活躍できる技師（士）育成を目的とした、進路探求セミナ

ー（教養講座・医学講座）を３回実施した。３年生については就職活動早期化への対応のた

め、４月に「進路ガイダンス」「自己分析と履歴書作成」「面接試験の実技指導」を対面形式

私立病院 48名  
 
企業（その他）  ２名   

国公立病院 16名  検診機関 ２名   
公的病院 ５名  
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で実施した。 
⑤ 求人施設からの個別の就職説明会を実施し、西臼杵医療センター、メディカルスキャニング、

株式会社リンテックの説明会を診療放射線学科、臨床検査学科の学生に対して実施した。オ

ンライン就職説明会への参加を促し、円滑な就職活動のサポートを実施した。 
⑥ 求人数では令和５年度に比べて診療放射線学科は微増、臨床検査学科は減少傾向、臨床工学

科についても減少を示した。令和２年度の新型コロナウイルス感染拡大による求人件数の落

ち込みがあった。令和３年以降はコロナ後の業務内容の変化により、臨床検査技師、臨床工

学技士の求人数の増加が見られる。【求人数報告（求人件数推移－月別）】 
 

求人数報告（求人件数推移－月別） 

 
 

 
 
 
 
 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

２年度 18 5 29 15 23 26 24 17 20 11 9 5 202

３年度 16 18 36 19 27 23 35 30 39 13 10 9 275

４年度 11 16 29 19 17 21 24 16 10 11 7 3 184

５年度 23 17 26 29 28 12 20 18 10 6 5 2 196

６年度 19 16 21 37 18 27 14 17 20 9 11 1 210
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

２年度 23 10 25 25 16 34 27 22 13 8 12 0 215

３年度 22 21 42 46 47 24 36 20 29 2 0 35 324

４年度 20 23 51 37 29 26 39 21 15 18 24 7 310

５年度 27 41 23 46 40 22 30 19 16 12 13 14 303

６年度 27 31 34 42 14 21 21 17 13 14 15 2 251
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【放射線学科】 

【臨床検査学科】 
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

２年度 6 1 26 15 17 36 23 8 10 11 7 0 160

３年度 24 6 27 35 26 29 36 28 31 20 12 12 286

４年度 0 45 34 29 39 25 34 27 30 12 11 3 289

５年度 25 22 28 32 22 18 26 26 14 17 11 10 251

６年度 12 22 17 35 15 12 16 18 7 3 5 0 162
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【臨床工学科】 


